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要  旨 

 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（平成

25年原子力規制委員会規則第5号）1の第6条第3項では、“発電用原子炉施設の安全性を損な

わせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に

対して安全機能を損なわないものでなければならない”と定められており、「実用発電用原

子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（原規技発第

1306193号）2において“発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある

事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）”として“飛来物（航空機落下等）”

が挙げられている。また、発電所敷地内への航空機落下事故においては、直接的な落下に

よる衝撃破壊だけでなく、搭載されている燃料への引火等から外部火災に発展するリスク

も考慮する必要がある。 

技術基盤グループでは原子力事業者が評価する航空機落下確率の結果の妥当性を原子

力規制委員会が確認するために、落下確率評価の基となる航空機落下事故の実績を独自に

過去20年間について調査し取りまとめて、NRA技術ノート3として定期的に公表している。

調査に当たっては、特に軍用機について民間航空機のような公的機関による公開の事故情

報がなかったことから、事故実績の調査として合理的な結果が得られる手法を検討し、最

新の調査手法は令和4年度に発行したNRA技術ノート4の付録として公表した。 

今般、作業者による航空機落下事故データの調査結果のばらつきを防ぐことを目的に、

上記のような軍用機の事故調査手順も含め、本技術報告において改めて航空機落下事故デ

ータの調査に関する標準手法として取りまとめた。 
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Abstract 

 

NRA Ordinance Prescribing Standards for the Location, Structure, and Equipment of 

Commercial Power Reactors and their Auxiliary Facilities (June 2013) states that "for human 

induced events (except intentional ones) which are likely to affect the safety of a nuclear installation, 

it is required not to lose the safety functions". In the interpretation of this ordinance, events that 

could potentially impair safety due to human actions include "missiles (such as aircraft crashes)". In 

the event of an aircraft crash on the site of a nuclear power plant, there is a risk not only of direct 

impact damage, but also external fires caused by the ignition of the aircraft's fuel.  

In order for the Nuclear Regulation Authority (NRA) to confirm the validity of the results 

of aircraft crash probability assessments conducted by licensees, the Regulatory Standard and 

Research Department independently surveys aircraft crashes for the past 20 years, which are the 

basis for assessing the probability of aircraft crashes. These data are regularly published as NRA 

Technical Notes. Since there is no information published by official bodies on military aircraft 

crashes in particular, as there is for civil aircraft crashes, the Regulatory Standard and Research 

Department has studied a method that workers can obtain reasonable results in the surveys and 

published the latest survey method as an appendix to the NRA Technical Note in 2023. 

This NRA Technical Report has been compiled as a standard method for surveying data 

on aircraft crashes, including the above-mentioned aircraft crashes survey procedures for military 

aircraft to avoid variations in the results of surveying data on aircraft crashes by workers. 
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1. はじめに 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（平成

25年原子力規制委員会規則第5号）1の第6条第3項では、“発電用原子炉施設の安全性を損な

わせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に

対して安全機能を損なわないものでなければならない”と定められており、「実用発電用原

子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（原規技発第

1306193号）2において“発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある

事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）”として“飛来物（航空機落下等）”

が挙げられている(注1)。また、発電所敷地内への航空機落下事故においては、直接的な落下

による衝撃破壊だけでなく、搭載されている燃料への引火等から外部火災に発展するリス

クも考慮する必要がある。航空機落下に対しては、航空機落下確率を用いて防護設計の要

否を確認することから、その確率をあらかじめ評価し必要な対策を原子力事業者に求める

ことは、原子力規制委員会としての責務である。 

このような航空機落下事故については、｢実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の

評価基準について（内規）5｣（平成 14・07・29 原院第4号（平成14年7月30日原子力安全・

保安院制定））（以下「内規」という。）が制定され、原子炉施設への航空機落下確率の評価

手法が策定されている。内規5では航空機落下に対する防護設計の要否の判断のめやすとな

る基準値を示すとともに、事故事例及び運航実績の集計期間については原則として最近の

20年間としている。他方で、確率を評価するために必要となる航空機落下事故のデータに

ついては、そのような事故がいつ、どこで発生するかが不確かなものであることから、事

故実績の調査として合理的な結果が得られるように事故データを整理することが重要であ

る。 

技術基盤グループでは原子力事業者が評価する航空機落下確率の結果の妥当性を原子

力規制委員会が確認するために、独自に過去20年間の航空機落下事故の実績を調査し取り

まとめて、NRA技術ノート3として定期的に公表している。調査に当たっては、特に軍用機

については民間航空機のような公的機関による公開の事故情報がなかったことから、事故

実績の調査として合理的な結果が得られる手法を継続的に検討してきており、最新の調査

手法は令和4年度に発行したNRA技術ノート「航空機落下事故に関するデータ（平成13～令

和2年）」4（以下「令和4年度NRA技術ノート」という。）の付録として公表した。 

今般、令和4年度NRA技術ノート4の付録に示した軍用機の事故調査手順も含め、本技術

 
(注1) 本技術報告では、故意による航空機落下を除き、｢実用発電用原子炉施設への航空機落

下確率の評価基準について（内規）5｣（平成 14・07・29 原院第 4 号（平成 14 年 7 月 30
日原子力安全・保安院制定））に基づき、「航空機が制御不可能になるおそれのある「大破」」

を評価対象事故とする。この際、大破に該当しないとする明確な根拠がないものは全て大

破として対象にすることとしている。ただし、軍用機の「不時着後の大破」については、

制御不能による落下ではないことが自明であることから、事故データには含めない。 
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報告において改めて航空機落下事故データの調査に関する標準手法として取りまとめた。

取りまとめに当たっては、これまでの調査実績で積み重ねた経験知を集約し、手法として

判断が曖昧なもの、作業者に一定の裁量が与えられるおそれのあるもの、誤解を招くおそ

れがあるものなどを再検討した。 
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2. 調査項目の範囲及び調査の流れ 

内規5では施設の立地条件により民間航空機、軍用機のそれぞれについて航空機落下確率

の標準的な評価手法が示され、各々で算出された値を合算したものをその施設の航空機落

下確率としている。内規5に従った航空機落下確率の評価の流れを図2.1に、評価に必要とな

るデータの一覧を表2.1に示す。このうち、本技術報告で示す調査項目の範囲は、施設固有

ではないデータであり、図2.1及び表2.1の黄色網掛け部分である。 

また、各調査項目について具体的な調査手順を次に示す。 

航空機事故データは、事故事例を民間航空機と軍用機に分けて調査・収集し、それぞれ

のスクリーニング基準に従い整理する。民間航空機事故は、国土交通省運輸安全委員会が

公表する情報を用いて事故事例を収集し（3.1.1参照）、整理する（3.1.2参照）。軍用機事故

は、新聞、雑誌等の公開情報を用いて事故事例を収集し（3.2.1及び3.2.2参照）、収集事故情

報及び航空路誌6情報を用いて整理する（3.2.3及び3.2.4参照）。 

運航実績データは、国土交通省が公表する情報を用いて整理する（4参照）。 

面積データは、国土地理院が公表する情報及び航空路誌6の情報並びにGISソフトウェア

を用いて整理、算出する（5参照）。 

なお、事故事例及び運航実績の対象集計期間は最近の20年間とする。これは、「集計期間

については、集計期間を長くとって、現在、運航されていない古い世代の航空機を対象と

しても現実的ではなく、また、集計期間が短すぎると統計量として十分ではないと考えら

れるため、原則として最近の20年間とする。また、事故事例や運航実績は国内のデータに

限定するものとする。」という内規5の考え方に基づいたものである。 

また、本技術報告で引用するウェブページの内容、URL等については変更される場合が

考えられる。そのため、データ入手に当たっては、ウェブページの内容、URL等を調査時

点のものに読み替えるなど、本技術報告に記載したデータと同等の情報が得られるように

留意する必要がある。 
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図 2.1 航空機落下確率の評価の流れ（1/5） 

Figure 2.1 Flow of evaluating probability of aircraft crashes (1/5) 
(注 1) 滑走路端から着陸経路において着陸態勢に入る地点あるいは離陸態勢を

終える地点までの直線距離 

(注 2) 突入角度を考慮した対象建屋の投影面積 
＊本技術報告の範囲を黄色網掛けで示す。 

 

 

 

計器飛行方式の民間航空機の離着陸時の航空機落下確率の算出 

施設周辺空港の最大離着陸距離（注 1）の調査 
航空路誌 6Part3 AD2 の飛行場ごとのアプローチチャートを確認 

YES 

 
施設周辺に 

計器飛行方式で飛行する民間航空機の飛行場 
があるか NO 

 最大離着陸距離を半径とし 
滑走路端から滑走路方向に対して±60°の扇型区域内 

に施設が存在するか 

YES 

国内での離着陸回数の調査（4.参照） 

国内での計器飛行方式で離着陸時の落下事故件数の調査（3.1 参照） 
大型固定翼機（計器飛行方式）の 

大破事故のうち離着陸時の落下事故件数 

② 

施設の標的面積の算出（注 2） 

航空機落下確率算出作業開始 

NO 

施設周辺飛行場での対象航空機の年間離着陸回数の調査 
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図 2.1 航空機落下確率の評価の流れ（2/5） 

Figure 2.1 Flow of evaluating probability of aircraft crashes (2/5) 
(注 1) 対象建屋の水平面積 
(注 2) 標的面積には対象建屋の水平面積を使用 
＊本技術報告の範囲を黄色網掛けで示す。 

 

 

有視界飛行方式の民間航空機の航空機落下確率の算出（注 2） 

③ 

国内での有視界飛行方式で巡航中の落下事故件数の調査（3.1 参照） 
大型固定翼機（有視界飛行方式）、小型固定翼機、 
大型回転翼機、小型回転翼機の大破事故のうち 

巡航中の落下事故件数 

全国土面積の調査（5.1 参照） 

計器飛行方式の民間航空機の巡航中の航空機落下確率の算出 

② 

YES 

施設上空の航空路幅の調査 

施設上空の航空路の年間飛行回数の調査 

 
施設上空に航空路があるか 
航空路誌 6 の Part2 ENR 6 の 

エンルートチャート 

国内での計器飛行方式で巡航中の落下事故件数の調査（3.1 参照） 
大型固定翼機（計器飛行方式）の 

大破事故のうち巡航中の落下事故件数 

延べ飛行距離の調査（4.参照） 

施設の標的面積の算出（注 1） 

NO 
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図 2.1 航空機落下確率の評価の流れ（3/5） 

Figure 2.1 Flow of evaluating probability of aircraft crashes (3/5) 
(注 1) 航空路誌 6 の ENR5.1 及び ENR5.2 に記載される「自衛隊の制限空域」、

「低高度訓練／試験空域」、「高高度訓練／試験空域」、「超音速飛行空域」

及び「米軍機の制限空域」の全 71 の空域 
(注 2) 標的面積には対象建屋の水平面積を使用 
＊本技術報告の範囲を黄色網掛けで示す。 

 

 

 

 

 

③ 

YES 

全国の陸上の訓練空域の面積の算出（5.2 参照） 

 施設上空に訓練空域（注 1）があるか 
航空路誌 6 の ENR5.1、ENR5.2 及び Part2 

ENR 6 のエンルートチャートを確認 

国内での軍用機の訓練空域内の落下事故件数の調査 
（3.2 参照） 

自衛隊機又は米軍機の不時着後の大破を除く 
大破事故のうち訓練空域内の陸上の落下事故件数 

NO 

軍用機の訓練空域内を飛行中の航空機落下確率の算出（注 2） 

全国土面積から全国の陸上の訓練空域の面積を除いた面積の調査
（5.2 参照） 

国内での軍用機の訓練空域外の落下事故件数の調査 
（3.2 参照） 

自衛隊機又は米軍機の不時着後の大破を除く 
大破事故のうち訓練空域外の陸上の落下事故件数 

 

軍用機の訓練空域外を飛行中の航空機落下確率の算出（注 2） 

④ 

⑥ 
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図 2.1 航空機落下確率の評価の流れ（4/5） 

Figure 2.1 Flow of evaluating probability of aircraft crashes (4/5) 
(注 1) 航空路誌 6 の ENR5.2 に記載される基地と訓練空域との間のある区域にお

いて帯状に設定されての空域 
(注 2) 本技術報告では基地－訓練空域間往復時の事故を回廊等の飛行経路によ

る分類はせずに整理している。航空機落下確率算出の際には、事故発生場

所の確認等が必要である。 
(注 3) 標的面積には対象建屋の水平面積を使用 
(注 4) 基地と訓練空域をその間に設定される幾つかの中継点を介して結ぶ直線

ルート 
＊本技術報告の範囲を黄色網掛けで示す。 

 
 

④ 

 

回廊の面積の調査（5.2 参照） 

 
施設上空に回廊（注 1）があるか 

航空路誌 6 の ENR5.1、ENR5.2 及び Part2 
ENR 6 のエンルートチャートを確認 

国内での軍用機の回廊での落下事故件数の調査（3.2 参照） 
自衛隊機又は米軍機の不時着後の大破を除く大破事故のうち 

基地－訓練空域間往復時の落下事故に含まれる（注 2） 

 

軍用機の回廊を飛行中の航空機落下確率の算出（注 3） 
 

施設近傍の移動経路の年間飛行数の調査 

軍用機の施設近傍の移動経路での落下事故件数の調査 
（3.2 参照） 

自衛隊機又は米軍機の不時着後の大破を除く大破事故のうち 
基地－訓練空域間往復時の落下事故に含まれる（注 2） 

軍用機の移動経路を飛行中の航空機落下確率の算出（注 3） 

 施設近傍に移動経路（注 4）があるか 

⑤ 

NO 

YES 

YES 

NO 

⑥ 

⑥ 

移動経路から発電所までの距離の調査 
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図 2.1 航空機落下確率の評価の流れ（5/5） 

Figure 2.1 Flow of evaluating probability of aircraft crashes (5/5) 
(注 1) 航空路誌 6 の ENR5.2 に記載される基地と訓練空域境界とを結ぶ三角形状

の区域 
(注 2) 標的面積には対象建屋の水平面積を使用 
＊本技術報告の範囲を黄色網掛けで示す。 

 

  

想定飛行範囲の面積の算出 

軍用機の基地－訓練空域間往復時の落下事故件数の調査 
（3.2 参照） 

自衛隊機又は米軍機の不時着後の大破を除く 
大破事故のうち基地－訓練空域間往復時の落下事故件数 

軍用機の想定飛行範囲を飛行中の航空機落下確率の算出（注 2） 

⑤ 

YES 

 
想定飛行範囲（注 1）内に施設があるか 

航空路誌 6 の ENR5.2 及び Part2 ENR 6 の 
エンルートチャートを確認 NO 

民間航空機、軍用機の 
評価対象となる全ての航空機落下確率の合算 

⑥ 
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表 2.1 航空機落下確率の評価に必要となるデータの一覧 

Table 2.1 List of data needed to evaluate probability of aircraft crashes 

 
(注 1) 本技術報告では、基地－訓練空域往復時の落下事故の事故件数の総数を整理するところまでを対象としており、施設の立

地条件でその事故の取り扱いが異なるため、回廊、移動経路、その他での事故件数の内訳の整理は対象外とする。 
(注 2) 計器飛行方式の民間航空機の離着陸時の航空機落下確率算出には突入角度を考慮した対象建屋の投影面積を、その他の航

空機落下確率には水平面積を使用 
＊本技術報告の範囲を黄色網掛けで示す。 

 

国内で
の自衛
隊機及
び米軍
機の回
廊での
落下事
故件数

自衛隊
機及び
米軍機
の施設
近傍の
移動経
路での
落下

事故件
数

自衛隊
機及び
米軍機
の基地
－訓練
空域間
往復時
のその
他の落
下事故
件数

計器飛行方式の民間航空機の離着陸時
の航空機落下確率

○ ○ ○ ○ ○

計器飛行方式の民間航空機の巡航中の
航空機落下確率

○ ○ ○ ○ ○

有視界飛行方式の民間航空機の航空機
落下確率

○ ○ ○

自衛隊機及び米軍機の訓練空域内を飛
行中の航空機落下確率

○ ○ ○

自衛隊機及び米軍機の訓練空域外を飛
行中の航空機落下確率

○ ○ ○ ○

自衛隊機及び米軍機の回廊を飛行中の
航空機落下確率

○ ○ ○

自衛隊機及び米軍機の移動経路を飛行
中の航空機落下確率

○ ○ ○ ○

自衛隊機及び米軍機の想定飛行範囲を
飛行中の航空機落下確率

○ ○ ○ ○ ○

　　　　　　　　　　　データの種類

算出する落下確率

国内の航空機の落下事故件数

国内で
の自衛
隊機及
び米軍
機の訓
練空域
外の落
下事故
件数

国内で
の自衛
隊機及
び米軍
機の訓
練空域
内の落
下事故
件数

自衛隊機及び米軍機の落下事故件数

国内で
の計器
飛行方
式で離
着陸時
の落下
事故件

数

国内で
の計器
飛行方
式で巡
航中の
落下事

故
件数

国内で
の有視
界飛行
方式で
巡航中
の落下
事故件

数

民間航空機の落下事故件数

最大離
着陸距

離

民間航空機の
運航実績

延べ飛
行距離

国内で
の離着

陸
回数

基地－訓練空域間往復時

落下事故件数(注1)

施設上
空の

航空路
幅

施設上
空の航
空路の
年間

飛行回
数

施設周
辺飛行
場での
対象航
空機の
年間離
着陸回

数

施設の
標的面

積(注2)

施設近
傍の移
動経路
の年間
飛行数

想定飛
行範囲

の
面積

回廊の
面積

全国の
陸上の
訓練空
域の
面積

全国土
面積

移動経
路から
発電所
までの
距離
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3. 事故データ表の作成 

3.1 民間航空機 

民間航空機の事故データの整備は大きく分けて以下に示す二つの作業からなる。 

(1) 事故情報の収集 

 民間航空機事故に関するリスト（以下「民間航空機事故リスト」という。）作成のた

め、国土交通省運輸安全委員会が提供する「航空事故の統計」7 に基づき民間航空機事

故の情報を収集し事故事例をリスト化する。また、事故概要と事故報告書等を収集する。

(2) 民間航空機事故リストの作成及び民間航空機事故データ表の作成 

 (1)で収集した情報を基に民間航空機事故リストを作成し、この事故リストから大破事

故を抽出して民間航空機事故データ表を作成する。 

  

全体の流れを図3.1に示す。また、具体的な手順については3.1.1及び3.1.2に示す。 

 

 
図 3.1 民間航空機の事故データ整備の流れ 

Figure 3.1 Flow of developing data on civil aircraft crashes 

 

 

NO NO 

YES 

民間航空機事故データ表の作成（民間航空機事故リストから特定の事故を抽出） 
対象事故の選定（所定のスクリーニング条件により選定） 

大型固定翼機 
（計器飛行方式） 

小型固定翼機 大型回転翼機 小型回転翼機 大型固定翼機 
（有視界飛行方式）

民間航空機事故リストの作成 
（民間航空機の 
全ての事故事例） 

大型固定翼機 
（計器飛行方式） 

小型固定翼機 大型回転翼機 小型回転翼機 大型固定翼機 
（有視界飛行方式）

事故概要の 
収集 

事故事例のリスト化（民間航空機の全ての事故事例） 
事故報告書等 

の収集 

民間航空機の事故データ整備作業開始 

「航空事故の統計」7からの情報収集 

大型固定翼機 
（大型機） 

小型固定翼機 
（小型機） 

回転翼機 
（ヘリコプター） 

事故機の最大離陸重量が 
5,700kg を超えるか 

計器飛行方式か 

YES 



 

11 
 

3.1.1 事故事例の収集 

(1)  事故事例のリスト化 

「航空事故の統計」7には、暦年ごと、航空機種類ごとの事故件数のリストが整理されて

いる。リストに示される事故件数には航空事故検索結果として表示される「発生年別事故

件数内訳」へのリンクが張られており、この件数をクリックすることで「発生年別事故件

数内訳」にアクセスできる。対象期間の対象航空機(注2)の航空事故の件数は、リンク先に示

される「発生年別事故件数内訳」データを基に整理する。図3.2には、例として令和3年の小

型固定翼機の発生年別事故件数内訳（図3.2の赤枠で囲うもの）の入手方法を示す。この発

生年別事故件数内訳から事故事例のリスト（表3.1参照）を作成する。ここで、航空事故の

統計7に示される飛行機のうち「大型機」及び「小型機」、回転翼航空機のうち「ヘリコプ

ター」を調査対象とする。

 
出典） 「航空事故の統計」7（運輸安全委員会）（https://jtsb.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/air-
accident-toukei.php）（令和 6 年 4 月 9 日現在）及び「航空事故検索結果（令和 3 年 8
月 1 日の小型機の事故）」8（運輸安全委員会）（https://jtsb.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/air-
toukei.php?init=1&occ_year_from=2021&occ_year_to=2021&category=CategorySmall ）
（令和 6 年 4 月 9 日現在）を加工して作成 

図 3.2 発生年別事故件数内訳の入手方法 

Figure 3.2 How to obtain a breakdown of accident cases by year 

 

  

 
(注2) 大型固定翼機は飛行機の大型機、小型固定翼機は飛行機の小型機、回転翼機は回転翼

機のヘリコプターに対応する。 
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表 3.1 事故事例のリスト化の例 

Table 3.1 Example of listing of accident cases 

 
図 3.2 に示す令和 3 年の小型固定翼機（小型機）の例を示しており、図 3.2 の赤枠に示される情報をリスト

化している。 
 

(2)  事故概要の収集 

3.1.1 (1)でアクセスした「発生年別事故件数内訳」では、「発生年月日」の各日付には更

に詳細な各事故の「概要」のページ（図 3.3 参照）へのリンクが張られており、この日付

をクリックすることで「概要」のページにアクセスできる（図 3.4 参照）。表示された事故

の概要は民間航空機事故リストの作成及び民間航空機事故データ表の作成（3.1.2 参照）に

必要となるため PDF で保存する等の方法で収集しておく。 

 

 
出典） 「事故の概要（令和 3 年 8 月 1 日の小型機の事故）」9（運輸安全委員会）
（https://jtsb.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/detail2.php?id=2294）（令和 6 年 4 月 9 日現在） 

図 3.3 事故概要ページの例 

Figure 3.3 Example of accident summary pages 

発生日 発生場所 型式 所属 事故等種類 登録番号

R3.8.1 仙台空港 パイパー式PA-46-350P型 個人 着陸時の機体損傷 JA4077

R3.4.14 八尾空港の西約2nm、高度約500ft セスナ式525A型 個人 鳥衝突による機体損傷 JA001T
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出典） 「航空事故検索結果（令和 3 年の小型機の事故）」8（運輸安全委員会）
（https://jtsb.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/air-
toukei.php?init=1&occ_year_from=2021&occ_year_to=2021&category=CategorySmall）（令和 6
年 4 月 9 日現在）及び「事故の概要（令和 3 年 8 月 1 日の小型機の事故）」9（運輸安全委
員会）（https://jtsb.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/detail2.php?id=2294）（令和 6 年 4 月 9 日現在）を加
工して作成 

図 3.4 事故概要ページへのアクセス方法 

Figure 3.4 How to access accident summary pages 

 

(3)  事故報告書等の収集 

3.1.1 (1)でアクセスした「発生年別事故件数内訳」のページでは、公開済みの事故報告書

又は経過報告書（以下「事故報告書等」という。）がある場合に示されており、民間航空機

事故リストの作成及び民間航空機事故データ表の作成（3.1.2 参照）に必要となるため、こ

れらは全て PDF で保存する等の方法で収集しておく。これら事故報告書等の例を図 3.5 及

び図 3.6 に示し、その入手方法を図 3.7 に示す。 
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出典） 「航空事故報告書（報告書番号 AA2022-2-2）」10（運輸安全委員会）
（http://www.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/rep-acci/AA2022-2-2-JA001T.pdf）から抜粋 

図 3.5 事故報告書の例 

Figure 3.5 Example of an accident report 
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出典） 「経過報告（令和 3 年 8 月 1 日の小型機の事故）」11（運輸安全委員会）
（http://www.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/rep-acci/keika20220728-JA4077.pdf）（令和 6 年 4 月 9 日現
在）から抜粋 

図 3.6 事故経過報告書の例 

Figure 3.6 Example of an accident progress report 
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出典） 「航空事故検索結果（令和 3 年の小型機の事故）」8（運輸安全委員会）
（https://jtsb.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/air-
toukei.php?init=1&occ_year_from=2021&occ_year_to=2021&category=CategorySmall）（令和
6 年 4 月 9 日現在）及び「航空事故検索結果（令和 5 年の大型機の事故）」12（運輸安全
委員会）（https://jtsb.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/air-
toukei.php?init=1&occ_year_from=2023&occ_year_to=2023&category=CategoryLarge）（令和
6 年 4 月 9 日現在）を加工して作成 

図 3.7 事故報告書等の入手方法 

Figure 3.7 How to obtain accident reports and accident progress reports 

 

3.1.2 民間航空機事故リストの作成及び民間航空機事故データ表の作成 

3.1.1(1)で作成した事故事例のリストを基に、航空機落下確率評価の対象とする事故（以

下「対象事故」という。）を選定するために必要な情報を整理し、民間航空機事故リストを

作成する。作成する民間航空機事故リストの例を表 3.2 に示し、具体的な作成手順を(1) 民

間航空機事故リストの作成に示す。 

また、作成した民間航空機事故リストに基づき、民間航空機事故データ表を作成する。

作成手順を(2) 民間航空機事故データ表の作成に示す。 
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表 3.2 民間航空機事故リストの例 

Table 3.2 Example of a civil aircraft crash list 

発生日 
事故の 
種類 

損傷 
程度 

定期/ 
不定期 

飛行 
方式 (注 1) 

事故 
データ 

発生場所 所属 機種 
飛行 
段階 

巡航の 
形態(注 2) 

事故の概要 
対象 
事故 

除外理由(注 3) 

R3.3.23 
落下等

の事故 
大破 不定期便 ― ○ 

長野県小県郡青

木村夫神の農道 
個人 

アエロスパシ

アル式

AS350B 型 
巡行中 不時着 

東京ヘリポートを離陸

し、長野県北安曇郡松川

村の松川場外離着陸場に

向けて飛行中、長野県小

県郡青木村付近上空でエ

ンジンが停止したため、

同村夫神の田んぼの中の

農道に不時着した。接地

の際、機体は大破した。 

  不時着 

R3.9.20 
落下等

の事故 
大破 不定期便 ― ○ 

長野県木曽郡大

桑村殿付近 

アカギヘリコ

プター株式 
会社 

カマン式 
K-1200 型 

巡行中 ホバリング 
木材搬出のためホバリン

グ中、エンジンが停止し

て墜落した。 
  ホバリング 

R3.10.7 
落下等

の事故 
大破 不定期便 ― ○ 

神奈川県秦野市

内 
個人 

ロビンソン式

R22Beta 型 
巡行中 その他 

神奈川県大井町の赤田ヘ

リポート場外離着陸場を

離陸し、千葉県木更津市

内の場外離着陸場に向け

飛行中、神奈川県秦野市

今泉付近の畑に墜落し

た。機体は大破したが火

災は発生しなかった。 

○   

(注 1) 大型固定翼機のみ識別する。 
(注 2) 小型固定翼機及び回転翼機のみ判別する。 
(注 3) 対象事故から除外する理由として、その飛行段階又は巡行の形態の「離着陸」、「不時着」、「農薬散布」、「工事中」、「資材

運搬中」、「曲技飛行」、「空港敷地内」、「訓練/試験時」、「ホバリング」のいずれかを記載する。 
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(1)  民間航空機事故リストの作成 

①  航空機分類 

 民間航空機の事故データは、以下の 5 分類で整理する。 

a 大型(注3)固定翼機（計器飛行方式） 

b 大型(注 3)固定翼機（有視界飛行方式） 

c 小型(注 3)固定翼機(注4) 

d 大型(注 3)回転翼機(注 4) 

e 小型(注 3)回転翼機(注 4) 

 

この分類で整理する理由は以下のとおり内規 5 に基づくものである。 

 民間航空機について、計器飛行方式の民間航空機の離着陸時の航空機落下確

率、計器飛行方式の民間航空機の巡航中の航空機落下確率、有視界飛行方式

の民間航空機の航空機落下確率の 3 分類でそれぞれ算出手法を与えている。 

 「小型固定翼機及び回転翼機では、リクエストベースで計器飛行方式による

飛行が可能となっているが、原則としては、有視界飛行方式による飛行形態

をとっていることから、本基準では、全て有視界飛行方式として評価するこ

ととする。」としている。 

 有視界飛行方式の民間航空機の航空機落下確率の算出では、小型機の落下確

率評価では、「大型機の場合に対して 1/10 という係数を乗ずるものとする。」

としている。 

 

ここで、「航空事故の統計」7 の記載とのデータの対応は次のとおり。 

 大型固定翼機（a 及び b）は「飛行機」のうち「大型機」 

 小型固定翼機（c）は「飛行機」のうち「小型機」 

 回転翼機（d 及び e）は「回転翼航空機」のうち「ヘリコプター」 

 

回転翼機については、「航空事故の統計」7 では大型/小型の区別はしていないことから、

事故機の最大離陸重量が 5,700kg を超えるかを確認し大型回転翼機又は小型回転翼機の別

を判断する。最大離陸重量は当該事故の事故報告書等に記載があればこの値を用いる。当

該事故の事故報告書等に最大離陸重量の記載がない場合には、以下の方法で最大離陸重量

を調査する。 

(a) 運輸安全委員会が提供する報告書検索 13 を用いて、当該事故機と同型式の他の航空機

 
(注3) 内規 5 では「固定翼機、回転翼機とも、最大離陸重量が 5,700kg を超える「大型機」

とそれ以下の「小型機」とに分類する。」としている。 
(注4) 小型固定翼機、大型回転翼機及び小型回転翼機は、大型固定翼機のように飛行方式に

よる分類は行わない。 
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に関する報告書を検索し、最大離陸重量の記載を確認する。（図 3.8 参照） 

(b) 県防災ヘリコプター等の地方自治体等の所有機体に係る情報(注5 )をウェブ等で検索し

最大離陸重量を確認する。 

(c) チャーター、リース会社の所有機体に係る情報(注6)をウェブ等で検索し最大離陸重量を

確認する。 

(d) 販売代理店、メーカーの商品の機体情報をウェブ等で検索し最大離陸重量を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注5) 例えば、栃木県が消防防災航空隊の運用するアグスタ式 AW139 型の機体情報をウェ

ブで公開 14 しており、最大離陸重量の情報が得られる。 
(注6) 例えば、株式会社ヘリサービスが所有するベル式 206B 型等の機体情報をウェブで公

開 15 しており、最大離陸重量の情報が得られる。 
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出典） 「報告書検索」13（運輸安全委員会）

（https://jtsb.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/index.php）（令和 6 年 5 月 14 日現在）を加工して作成 

図 3.8 報告書検索による同型航空機に関する事故報告書の検索方法 

Figure 3.8 How to search accident reports about the same type of aircrafts by the report search 

page 

 

②  事故種類の整理 

3.1.1(2)及び(3)の情報に基づき、事故種類について、落下等の事故とそれ以外の事故を判

定し、その結果を民間航空機事故リスト「事故の種類」に整理する。それ以外の事故（傷

病等（例えば、乱気流による機体の動揺による乗客の負傷等））は、事故データ及び対象事

故に含まれないことからこれ以上の調査は要しない。落下等の事故に整理されたものは次

へ進む。 
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③  損傷程度の整理 

3.1.2(1)②で落下等の事故と整理された事故は、更に事故報告書等を確認し損傷程度(注7 )

（大破、中破、小破又は損傷なし）を民間航空機事故リストに整理する。 

事故によっては事故報告書等に損傷程度の記載がない場合があることから、その場合に

は事故機のその後の運用等を確認する。 

事故報告書等には事故機の機体登録番号が記載されており、この登録番号から事故後の

運用について確認ができた場合には「大破未満」と判断する。これらの確認には航空機レ

ーダー追跡サイトである「Flight Aware17」や「Flightradar2418」等を利用する。機体登録番

号によりその航空機の飛行履歴等の情報が確認できる。事故後の運用が以下の a～c の判断

基準に該当する場合は、損傷程度を「大破未満」とする。いずれにも該当しない場合は「大

破」に分類する。 

a 事故発生後に飛行を行っている又は運用していることが判明している 

b 事故発生後に修理したことが判明している 

c 損傷が軽微であることが判明している 

ここで、損傷が軽微であると判別できるのは、事故報告書等の記載からプロペラの一部

が曲がる以外損傷はない等の軽微な損傷であることが分かる場合、若しくは、事故機の写

真により明らかに軽微な損傷であることを確認できる場合に限る。少しでも疑義がある場

合には「大破」に分類する。 

なお、「大破未満」の事故は、対象事故に含まれないことからこれ以上の調査は要しない。

「大破」の事故に整理されたものは次へ進む。 

 

④  スクリーニング要件の整理 

 3.1.2(1)③で「大破」と整理した事故は、飛行段階等の対象事故選定に係るスクリーニン

グ要件について確認し、民間航空機事故リストで整理する。航空機種類ごとに整理する情

報や観点が異なるため注意する。スクリーニング要件も含めた事故データ及び対象事故の

選定の流れを図 3.9～図 3.11 に示す。 

 整理する項目は以下の四つである。航空機種類ごとの整理項目は表 3.3 のとおり。 

 

 

 

 
(注7) ここでの航空機の損傷程度は内規 5 に従い、国際民間航空機関(ICAO)の定めた「航空

機事故技術調査マニュアル」16 の分類により、以下のように定義される。 
大破…耐空性を復旧することが著しく困難である損壊があった場合 
中破…耐空性を復旧するために、大修理を必要とする損壊があった場合 
小破…軽微な修理又は簡単な部品の交換によって耐空性が復旧される損壊又は故障があっ

た場合。 
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a 飛行方式 

大型固定翼機の場合は「計器飛行」、「有視界飛行」のどちらであるかに従ってスクリー

ニングする。大型固定翼機の定期便は有視界飛行方式の該当はなく、計器飛行のみである

が、不定期便については事故報告書等に記載されている飛行方式を確認する（図 3.12 参

照）。 

b 定期便/不定期便 

「定期便」、「不定期便」のどちらであるかに従ってスクリーニングする。事故報告書等

に「定期～」等の記載があるかを確認する（図 3.13 参照）。不定期便の場合は「定期～」

のような記載はなく、写真撮影のため等の飛行目的が記載されているかを確認して判断す

る（図 3.14 参照）。 

c 飛行段階 

「離陸」、「着陸」、「巡行中」、「滑走中」、「地上」のいずれの事故であったかを確認する。 

飛行段階の判断においては財団法人航空振興財団発行の「航空機事故技術調査マニュア 

ル」16、ECCAIRS が提供する「ECCAIRS Aviation 1.3.0.12 (VL for AttrID 391 - Event Phases)」19 

及び運輸安全委員会が提供する「報告書検索」13 に示される飛行段階の定義を参考にする。

また、詳細を判断できなかった場合には、「巡行中」として整理するが、飛行段階の詳細が

不明であることが分かるように注釈(注8)を付ける等して整理する。 

d 巡航の形態 

大型固定翼以外の航空機は、以下に挙げる巡航の形態(注9)のいずれであったかを確認する。

以下に挙げる形態に該当しない場合は「その他」とする。 

（小型固定翼機の場合） 

「不時着」、「農薬散布」、「工事中」、「資材運搬中」、「曲技飛行」、「空港敷地内」 

（回転翼機の場合） 

「不時着」、「農薬散布」、「工事中」、「資材運搬中」、「訓練/試験時」、「ホバリング」 

 

表 3.3 航空機種類ごとの情報整理項目 

Table 3.3 Items of information to be organized by aircraft types 

 

 
(注8) どの飛行段階での事故か判別できなかった場合には民間航空機事故リスト及び民間航

空機事故データ表では、判別ができなかったことが分かるように整理する。 
(注9) 確認する巡行形態は内規 5 に基づく。ただし、小型固定翼機の曲技飛行及び空港敷地

内並びに回転翼機の訓練/試験時については内規 5 に示されていないが、これらの事故につ

いても原子炉施設への落下の可能性が極めて低いと考えられるため確認する形態に含める。 

飛行方式
定期便/
不定期便

飛行段階 巡航の形態

大型固定翼機 〇 〇 〇 ー
小型固定翼機 ー 〇 〇 〇

回転翼機 ー 〇 〇 〇
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⑤  事故概要の記入 

3.1.2(1)③で「大破」と整理した事故について 3.1.1(2)で収集した事故概要の概要欄の記

載及び 3.1.2(1)④の整理内容を参考に、事故の状況等が確認できるように事故概要として

民間航空機事故リストに追記する。 

 

⑥  事故データ及び対象事故の選定 

対象事故の選定を行う。選定に際しては、3.1.2(1)④で整理した民間航空機事故リストの

スクリーニング要件の組合せにより事故データ及び対象事故の選定を行う。スクリーニン

グ要件の組合せと選定の有無（図 3.9～図 3.11 の流れに従っている）の整理表を表 3.4 に

示す。 

以下の事故は事故データに含めない。 

 計器飛行方式で飛行する大型固定翼機の不定期便の事故 (注10) 

 小型固定翼機及び回転翼機の定期便の事故(注11) 

 

また、事故データとして選定された事故のうち、以下の事故は対象事故としない。 

 小型固定翼機及び回転翼機の離着陸時の事故(注12) 

 小型固定翼機の「不時着」、「農薬散布」、「工事中」、「資材運搬中」、「曲技飛行」

及び「空港敷地内」の事故(注13) 

 回転翼機の「不時着」、「農薬散布」、「工事中」、「資材運搬中」、「訓練/試験時」及

び「ホバリング」の事故(注 13) 

 

 

 
(注10) 「計器飛行方式で飛行する大型固定翼機の不定期便は、定期便と比べて運航回数が極

めて少ないことから、評価対象外とする。」という内規 5 の考えに従う。 
(注11) 「小型固定翼機及び回転翼機の定期便については、定期航空運送事業者の登録機数の

割合から、運航頻度が大型機の定期便の数％であると判断できることから評価対象外とす

る。」という内規 5 の考えに従う。 
(注12) 小型固定翼機及び回転翼機の離着陸時の事故については、「ほとんどが飛行場内又は

飛行場付近に墜落しているという実績と、離陸から巡航及び巡航から着陸までの距離が短

く原子炉施設が飛行場からある程度離れた場所に立地されていることから、評価の対象か

ら外しても問題はないと言える。」という内規 5 の考えに従う。 
(注13) 「小型固定翼機や回転翼機の巡航中事故の中には、不時着、農薬散布、工事中や資

材運搬中、ホバリング中の事故が数多く含まれているが、こうした飛行が原子炉施設上空

やその近傍で行われることは考えにくく、したがって、これらの事故については原子炉施

設への落下の可能性が極めて低いと考えられるため評価対象外とする。」という内規 5 の

考えに従う。また、小型固定翼機の曲技飛行及び空港敷地内並びに回転翼機の訓練/試験

時においても原子炉施設上空やその近傍で行われることは考えにくく、したがって、これ

らの事故については原子炉施設への落下の可能性が極めて低いと考えられるため評価対象

外とする。 
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＜民間航空機の事故選定における留意点＞ 

対象事故の選定において、入手した「事故データ」からは落下した民間航空機の飛行段

階が「離陸」、「着陸」、「巡行中」、「滑走中」、「地上」のいずれであったかを判別すること

ができない事故が含まれる場合がある。これらの事故は、本事故データ表が航空機の落下

確率の評価に対して評価対象となる「事故データ」を提供するものであることから、次の

理由から、全て「巡行中」の事故として「対象事故」として選定する（3.1.2(1)④参照）。 

 

 小型固定翼機及び回転翼機の場合、「巡行中」以外の事故として扱った場合、内規 5

により評価対象外となることから、飛行段階の詳細不明にも関わらず「対象事故」

から除外されてしまうため。 

 大型固定翼機の場合、「離陸」、「着陸」、「巡行中」のうち、いずれの事故として扱

っても「対象事故」として選定されるため。 

 

また、対象外事故とした理由の妥当性については、事故を選定した者以外の複数の第三

者的立場にある者による確認(注14)を行って判断することとする。 

なお、航空機落下確率の評価においては、当該事故の分類が航空機落下確率の評価に与

える影響や、追加的な調査によって得られる情報、施設の立地状況等を踏まえ、事故の分

類を行う必要がある。 

 

  

 
(注14) 収集した事故データに基づき、作業者の判断に思い込みがないか、説明性があるかを

複数人で確認して、最終的な判断結果とその根拠について記録を残しておくこと。 
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表 3.4 事故データ及び対象事故に関するスクリーニング要件の組合せ 

Table 3.4 Combination of screening requirements for selection of data to be evaluated 

  飛行方式 
定期便/ 
不定期便 

損傷程度 
事故データ 
として選定 

飛行段階 巡航の形態 
対象事故 

として選定 

大型固定

翼機 

計器飛行 
定期便 

大破 ○ 
離陸時/着陸時

/巡航中 
－ ○ 

滑走中/地上 －  

大破未満     

不定期便      

有視界 － 
大破 ○ 

離陸時/着陸時

/巡航中 
－ ○ 

滑走中/地上 －  

大破未満     

小型固定

翼機 
－ 

定期便      

不定期便 
大破 ○ 

離陸時/着陸時 －  

巡航中 

「不時着」、 
「農薬散布」、

「工事中」、 
「資材運搬中」、

「曲技飛行」及び

「空港敷地内」 

 

その他 ○ 
大破未満     

回転翼機 － 

定期便      

不定期便 
大破 ○ 

離陸時/着陸時 － 
 

巡航中 

「不時着」、 
「農薬散布」、 
「工事中」、 
「資材運搬中」、

「訓練/試験時」及

び「ホバリング」 

 

その他 ○ 
大破未満     

 

(2)  民間航空機事故データ表の作成 

3.1.2(1)で作成した民間航空機事故リストで事故データとして選定された事故を抽出し、

事故情報、飛行段階等を再整理した民間航空機事故データ表（表 3.5 参照）を作成する。 
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図 3.9 民間航空機（大型固定翼機）の事故データ及び対象事故の選定の流れ 

 Figure 3.9 Flow for extraction of data to be evaluated from the selected data on civil aircraft 
crashes (large fixed-wing aircraft) 

(注) ＜民間航空機の事故選定における留意点＞（p.24）に記載のとおり、入手した「事

故データ」からは落下した航空機の飛行段階を判別することができない事故につい

ても YES に分岐する。 
 

対象外 

飛行方式 

対象外 

・離陸時 
・着陸時 
・巡航中 
のいずれか(注) 

民間航空機事故リスト 
（大型固定翼機） 

 

・滑走中 

・地上 

NO 

YES 

・中破 

・小破 

・損傷なし 

落下等の大破事故か 

YES 

NO 

対象事故 

定期便か 対象外 
NO 

YES 

事故データ 

（民間航空機事故データ表に記載） 

計器飛行方式 有視界飛行方式 
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  図 3.10 民間航空機（小型固定翼機、有視界飛行方式）の事故データ及び対象事故の

選定の流れ 

 Figure 3.10 Flow for extraction of data to be evaluated from the selected data on civil 
aircraft crashes (small fixed-wing aircraft, visual flight systems)  

(注) ＜民間航空機の事故選定における留意点＞（p.24）に記載のとおり、入手した「事

故データ」からは落下した航空機の飛行段階を判別することができない事故につい

ても YES に分岐する。 
 

対象外 

対象外 

・中破 

・小破 

・損傷なし 

落下等の大破事故か 

右記を除く巡航中の事故か(注) 

対象外 

対象事故 

・巡航中の事故 

- 不時着 

- 農薬散布中 

- 工事中 

- 資材運搬中 

・離陸時の事故 

・着陸時の事故 

・曲技飛行の事故 

・空港敷地内の事故 

事故データ 

（民間航空機事故データ表に記載） 

NO 

NO 

YES 

YES 

民間航空機事故リスト  

 （小型固定翼機） 

YES 

NO 
不定期便か 
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図 3.11 民間航空機（大型及び小型回転翼機）の事故データ及び対象事故の選定の流れ 

Figure 3.11 Flow for extraction of data to be evaluated from the selected data on civil aircraft 
crashes (large and small rotary-wing aircraft) 

(注) ＜民間航空機の事故選定における留意点＞（p.24）に記載のとおり、入手した「事

故データ」からは落下した航空機の飛行段階を判別することができない事故につい

ても YES に分岐する。 
 

対象外 

落下等の大破事故か 

右記を除く巡航中の事故か 
(注) 

民間航空機事故リスト 

（大型及び小型回転翼機） 

対象事故 

・巡航中の事故 

- 不時着 

- 農薬散布中 

- 工事中 

- 資材運搬中 

・離陸時の事故 

・着陸時の事故 

・訓練/試験時の事故 

・ホバリング中の事故 

事故データ 

（民間航空機事故データ表に記載） 
 

NO 

NO 

YES 

YES 

・中破 

・小破 

・損傷なし 

不定期便か 対象外 
NO 

YES 

対象外 
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出典） 「航空事故報告書（報告書番号 AA2006-3-4）」20（運輸安全委員会） 
（http://www.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/rep-acci/AA2006-3-4-JA8297.pdf）及び 

「航空事故報告書（報告書番号 AA2016-4-1）」21（運輸安全委員会）
（http://www.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/rep-acci/AA2016-4-1-JA801B.pdf）を加工して作成 

図 3.12 飛行方式の記載例 

Figure 3.12 Example of description for flight rules 

 

 
 

出典） 「航空事故報告書（報告書番号 AA2023-5-1）」22（運輸安全委員会）
（http://www.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/rep-acci/AA2023-5-1-JA13KZ.pdf）を加工して作成 

図 3.13 定期便の記載例 

Figure 3.13 Example of description in case of scheduled flights 
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出典） 「航空事故報告書（報告書番号 AA2015-4-4）」23（運輸安全委員会）
（http://www.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/rep-acci/AA2015-4-4-JA3853.pdf）を加工して作成 

図 3.14 不定期便の記載例 

Figure 3.14 Example of description in case of non-scheduled flights 
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表 3.5 民間航空機の事故データ表の例 

Table 3.5 Example of a data table on civil aircraft crashes 

No 発生日 発生場所 所属 型式 事故の概要 
事故時の状況 

対象事故 除外理由 
離陸 着陸 巡航 地上 

1 R3.3.23 
長野県小県郡青

木村夫神の農道 
個人 

アエロスパシ

アル式 AS350B
型 

東京ヘリポートを離陸し、長野県北安曇郡松川村の松川場

外離着陸場に向けて飛行中、長野県小県郡青木村付近上空

でエンジンが停止したため、同村夫神の田んぼの中の農道

に不時着した。接地の際、機体は大破した。 

    ○     不時着 

2 R3.9.20 
長野県木曽郡大

桑村殿付近 
アカギヘリコプ

ター株式会社 
カマン式 K-

1200 型 
木材搬出のためホバリング中、エンジンが停止して墜落し

た。 
  ○    ホバリン

グ 

3 R3.10.7 
神奈川県秦野市

内 
個人 

ロビンソン式

R22Beta 型 

神奈川県大井町の赤田ヘリポート場外離着陸場を離陸し、

千葉県木更津市内の場外離着陸場に向け飛行中、神奈川県

秦野市今泉付近の畑に墜落した。機体は大破したが火災は

発生しなかった。 

   ○   ○ 

 

 
合   計 

0 0 3 0 1 2 
3 3 
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3.2 軍用機 

軍用機の事故データの整備は大きく分けて以下に示す三つの作業からなる。 

(1) 事故事例の収集 

 軍用機事故に関するリスト（以下「軍用機事故リスト」という。）作成のため、全国紙

から軍用機の事故を報じる記事を調査して軍用機事故の情報を収集する。 

(2) 事故の同定 

(1)で収集した情報を基に国内の軍用機落下等の事故に関する記事を抽出する。さらに、

抽出した記事の情報を整理してこれらの記事を事故ごとに分類する。 

(3) 軍用機事故リストの作成及び事故データ表の作成 

 同定した事故について必要な情報を軍用機事故リストとして整理し、このうち「大破

事故」を抽出して軍用機事故データ表を作成する。軍用機事故リストを作成するのに(1)

で収集した記事の情報では不足する際には、その他の新聞・雑誌等(注15)の記事（以下「そ

の他記事等」という。）を調査する。 

 

全体の流れを図3.15に示す。また、収集事故の範囲については3.2.1に、具体的な手順に

ついては3.2.2～3.2.4に示す。 

 
(注15)  共同通信ニュース、時事通信ニュース、ロイター通信ニュース及び NHK ニュース

といった全国配信ニュース、琉球新報、沖縄タイムズ等の地方出版社発行紙、航空ファン

（文林堂）、J-Wings（イカロス出版）、航空情報（せきれい社）、エアワールド（エアワー

ルド）（2013 年に廃版）といった航空雑誌、防衛省公表情報（防衛省（航空幕僚監部等含

む）からのプレスリリース）、航空情報サイト（フライチーム、Aviation Safety Net、Navy 
Times 等）、ネットニュース（Japan Times 等の新聞社が公開しているネット記事、ニュー

スメディアが動画形式でニュースを配信している YouTube チャンネル等）といったウェ

ブ記事 



 

33 
 

 

図3.15 軍用機の事故データ整備の流れ 

Figure 3.15 Flow of developing data on military aircraft crashes 

 

自衛隊機の事故か 

自衛隊機及び米軍機の落下等の事
故に関する情報か 

見出しリスト化（検索結果の全記事） 

軍用機の事故データ整備作業開始 

「全国紙」からの情報収集 

検索結果のうち自衛隊機及び米軍機の落下等の事故に関係する可能性のある記事の収集 

YES 

NO 

対象外 

抽出記事（収集記事のうち自衛隊機及び米軍機の落下等の事故に関係する記事） 

事故の同定（事故発生日、事故発生場所、機種、事故概要の情報から抽出記事を整理し事故ごとに分類） 

事故リストの作成（必要に応じて新聞・雑誌等を調査） 

自衛隊機 
（大型固定翼機） 

自衛隊機 
（回転翼機） 

米軍機 
（固定翼機） 

米軍機 
（回転翼機） 

自衛隊機 
（小型固定翼機） 

事故機の最大離陸重量が 
5,700kg を超えるか 

NO 

YES 

固定翼機の事故か 
NO 

YES 

固定翼機の事故か 
NO 

YES 

NO 

YES 

事故データ表の作成（事故リストから特定の事故を抽出） 
対象事故の選定（所定のスクリーニング条件により選定） 

自衛隊機 
（大型固定翼機） 

自衛隊機 
（回転翼機） 

米軍機 
（固定翼機） 

米軍機 
（回転翼機） 

自衛隊機 
（小型固定翼機） 
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3.2.1 収集事故の範囲 

(1)  対象とする航空機 

無人航空機（無人機研究システム 24 、無人偵察機システム（FFRS）25、グローバルホー

ク 26 等）を除く、自衛隊及び防衛省に所属する航空機（以下「自衛隊機」という。）並びに

米軍及び米軍関連施設（嘉手納エアロクラブ等）に所属する航空機（以下「米軍機」とい

う。）を対象とする。ここで、研究開発段階の航空機は、防衛省所属の場合があり、これら

の航空機は自衛隊機として扱うこととする。また、米軍関係者が利用できる嘉手納エアロ

クラブ等に所属する航空機については、操縦者が民間人であったとしても民間航空機とし

ては扱わず、米軍機として扱うこととする。 

 

(2)  対象とする落下場所 

日本領土内及び領海内での事故を対象とする。外国領土や公海上に落下した事故は対象

外とする。 

 

(3)  対象とする事故等の種類 

収集対象とする事故等の種類は、次のとおりである。 

① 墜落 

② 不時着（不時着水含む） 

③ 空中接触（衝突） 

④ オーバーラン、擱座、胴体着陸等の正常な離着陸を行えなかった事故 

⑤ 緊急着陸(注16) 

 

3.2.2 事故事例の収集 

地方版を含む全国紙 5 紙から対象期間の半年後（翌年の 6 月 30 日）までを対象に、下記

の検索キーワードの組合せの情報を含む全ての記事が検索できるように新聞記事データベ

ースを用いて記事検索(注17)を行い、検索結果をリスト化し見出しリスト（表 3.6 参照）を作

成する。 

 

【検索キーワード】 

(自衛隊 OR 陸自 OR 海自 OR 空自 OR 防衛省 OR 防衛庁 OR 米軍 OR アメリカ軍 

OR 陸軍 OR 海軍 OR 空軍 OR 海兵隊 OR 空母) AND (落下 OR 墜落 OR 衝突 OR 不

 
(注16) 緊急着陸には不時着や予防着陸が含まれる。詳細は 3.2.3(2)を参照すること。 
(注17) 実際の検索ワードについては、使用する新聞記事データベースの検索機能に合わせて、

検索される記事の条件が結果的に P33 に示す【検索キーワード】と同様になるような検索

ワードを用いて検索する。例えば、AND しか使用できない検索システムでは、括弧を外し

た 91 の全ての組合せの検索ワードで記事検索する。 
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時着 OR 着水 OR 大破 OR （着艦 AND 失敗）) 

 

見出しリストの中の「見出し」の記載を確認して、明らかに航空機落下事故でないもの

（交通事故、飛翔体での事故等）（表 3.6 参照）や軍用機の国内での落下等の事故でないも

の(注18)を調査対象外とする。なお、陸上の事故のうち外国領土での事故、海洋上の事故のう

ち他国領海上又は公海上の事故は海外の事故として除く。対象とする記事は見出しだけで

なく記事本文、掲載写真及び図表（記事に含まれる場合）を収集（印刷）する(注19)。この際、

見出しだけでは判断に困る記事（落下等の事故の可能性を否定することが断定できないも

の）は収集の対象とする。 

 

表 3.6 見出しリストの例 

Table 3.6 Example of a heading list 

 
 

3.2.3 事故の同定 

(1)  国内の落下事故等の判定 

3.2.2 で収集した記事において自衛隊機又は米軍機の事故(注20)の発生場所を確認する。国

外の事故とする判断基準は、陸上事故で外国領土だと確認できた場合、海洋上事故で他国

領海上又は公海上だと確認(注21)できた場合である。国外の事故と判断されない事故は国内

 
(注18) 3.2.1(1)で示される調査対象以外（無人航空機、気球、ミサイル等の飛翔体等）に係る

事故等、民間航空機の事故（海上保安庁、警察、消防所属の航空機も民間航空機になる）、

3.2.1(2)及び(3)に含まれない事故やインシデント（海外での事故、部品落下、ニアミス等）

のこと。ここで、事故とインシデントは運輸安全委員会年報 202427 の第 3 章に示される航

空機に関する事故と航空機に関する重大インシデントに相当する事態を指す。 
(注19) 見出しリストを作成せず、検索結果から得られた全ての記事を収集した場合には、全

ての記事収集後に、調査対象外に該当しないかを確認すること。 
(注20) 3.2.1(1)で示す調査対象に係る事故のことであり、無人航空機、気球、ミサイル等の飛

翔体等に係る事故等、民間航空機の事故（海上保安庁、警察、消防所属の航空機も民間航

空機になる）は対象外とする。 
(注21 ) 新聞記事に外国領海上又は公海上である旨の記載がない場合であっても日本の管制

区外の極遠方の事故だと明らかな場合は国内の事故とはしない。 

掲載日 見出し 発行形態 面　名 字数 ページ 除外記事 対象外理由
2001/1/13 韓国の農地に米軍機が墜落 朝刊 １外報 131文字 7ページ ○ 外国領土での事故に関する記事

2001/1/25
戦闘機、また部品紛失飛行中に落下？米軍岩国基地【西
部】

夕刊 １社会 412文字 11ページ

2001/2/1 体もスープも飛んだ、６７７人大惨事の寸前日航機ニアミス 朝刊 １社会 5356文字 39ページ ○ ニアミスに関する記事
2001/2/2 重大な警鐘と受け止めよニアミス（社説） 朝刊 ２総合 1209文字 2ページ ○ ニアミスに関する記事

2001/2/14
米軍ヘリ衝突、乗員１３人死傷ハワイ・オアフ島で夜間訓練
中

朝刊 １社会 153文字 39ページ

2001/2/15 ヘリ墜落事故現場の検証開始千葉で陸上自衛隊 夕刊 １社会 365文字 19ページ

2001/2/15
バリバリと金属音自衛隊ヘリ接触、住宅街かすめ墜落市原
／千葉

朝刊 千葉１ 877文字 35ページ

2001/2/15 自衛隊ヘリ接触で２人死亡、１機墜落し１機帰還千葉・市原 朝刊 ２社会 624文字 38ページ

2001/2/16
飛行訓練を自粛陸自ヘリ接触事故で県警と現場検証／千
葉

朝刊 千葉１ 769文字 35ページ

2001/2/18
接触機の機長から事情聴取を始める陸自ヘリ墜落事故／
千葉

朝刊 千葉１ 362文字 33ページ

2001/3/10
「操縦かん押し引き」否定日航機長書類送検【名古屋】＝
続報注意

朝刊 １社会 2008文字 31ページ ○ 民間機に関する記事

2001/4/2
中国軍機が米軍機と接触、墜落米機は緊急着陸南シナ海
上空

朝刊 １総合 861文字 1ページ ○
他国領海上または公海上での事故に関
する記事



 

36 
 

の事故と判定し、国内の軍用機の事故に関係する記事として選別する。国内の事故か判別

ができない海上落下についても同様に記事を選別する。 

 

(2)  落下等の事故の判定 

3.2.3(1)で国内の軍用機の事故に関係する記事として選別した記事の中から、下記①～⑤

のいずれかに関する記事を抽出する。ここで抽出される記事を抽出記事という。 

① 墜落 

② 不時着（不時着水含む） 

③ 空中接触（衝突） 

④ オーバーラン、擱座、胴体着陸等の正常な離着陸を行えなかった事故 

⑤ 緊急着陸 

ここで、緊急着陸については、記事によっては不時着との記載がある場合もあること、

何らかの事案が発生していることから着陸時に機体損傷が起こることも考えられるため、

この段階では抽出記事に含めておく。予防着陸のように厳密には緊急着陸ではあるが、不

時着や緊急着陸とは記載されていない、気候悪化等により単純に予定外の着陸になった場

合等の明らかに機体損傷につながらないものに係る記事については収集不要である。また、

本来着陸すべき基地、空港でない場所に誤って着陸するような事象も着陸時に機体損傷に

つながるような不具合等がなければ、それらの記事は収集不要である。 

 

(3)  事故の同定 

抽出記事について、事故発生日、事故発生場所、機種、事故概要に関する情報を整理

し、事故ごとに記事を分類する。 
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3.2.4 軍用機事故リストの作成及び軍用機事故データ表の作成 

(1)  軍用機事故リストの作成 

3.2.3(3)で同定した事故を基に軍用機事故リストを作成し、必要な情報を整理していく。

作成する軍用機事故リストの例を表 3.7 に示す。抽出記事で不明な情報がある場合にはそ

の他記事等を調査する。具体的な作業は下記のとおり。 

① 航空機分類 

軍用機の事故データは、以下の 5 分類で整理する。 

a 自衛隊機（大型(注22)固定翼機） 

b 自衛隊機（小型(注 22)固定翼機） 

c 自衛隊機（回転翼機） 

d 米軍機（固定翼機） 

e 米軍機（回転翼機） 

ここで、オスプレイのようなティルトローターは、事故時の飛行形態（主翼プロペラが

推進力と揚力のどちらを担うか）により、固定翼機の事故あるいは回転翼機の事故に分類

する。 

 

自衛隊機の固定翼機は、大型/小型に分けて整理しているため、事故機の最大離陸重量が

5,700kg を超えるかを確認し、大型固定翼機と小型固定翼機に分類する。最大離陸重量は当

該事故に係る抽出記事に記載されていない場合、次に挙げる方法により最大離陸重量を調

査する。なお、調査の結果、不明であった場合は最大離陸重量の詳細が不明であることが

分かるように注釈を付ける等して大型機として整理する。 

(a) ウェブ検索等により自衛隊基地等の所有機体に係る情報(注23 )としての最大離陸重

量を確認する。 

(b) ウェブ検索等によりメーカーの商品の機体情報(注24 )としての最大離陸重量を確認

する。 

 

② 損傷程度の判別 

軍用機事故リストに整理された事故は、民間航空機の損傷程度(注 7) の分類で「大破」の

損傷であったか、「大破未満」（中破、小破又は損傷なし）であったかの判定を行う。判定

 
(注22) 固定翼機の自衛隊機の大型機、小型機の別は民間航空機の定義に従い、最大離陸重量

5,700kg を超えるものを大型機、5,700kg 以下の機体を小型機とする。 
(注23) 例えば、航空自衛隊芦屋基地の所有する U-125A の機体情報をウェブで公開 28 してお

り、最大離陸重量の情報が得られる。 
(注24) 例えば、新明和岩国航空整備株式会社が製造する US-2 の機体情報をウェブで公開 29

しており、最大離陸重量の情報が得られる。 
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において「大破未満」と断定できないもの(注25)は「大破」に分類する。「大破未満」と判定

できるのは次の a～c の場合である。 

a 事故発生後に飛行を行っている又は運用していることが判明している 

b 事故発生後に修理したことが判明している 

c 損傷が軽微であると明らかな場合 

「大破未満」の確認の具体的な手順は以下のとおりである。 

(a) 抽出記事から事故後の動向を確認 

次のア～エを確認できた場合には「大破未満」と判定する。確認できなかった場合には

(b)又は(c)を実施する。両方を実施しても「大破未満」が確認できなかった場合には、「大

破」に分類する。 

ア 事故発生後に飛行を行っている（事故後に飛行し続けた又は再度離陸した） 

イ 事故後に運用している（基地に配備されている等） 

ウ 事故後に修理した 

エ 軽微な損傷であることが明らか 

ここで、軽微な損傷であると見なせるのは記事に機体に損傷はない、プロペラの一部が

曲がる以外損傷はない等の損傷がない又は軽微な損傷であることが分かる場合、若しくは、

事故機の写真により明らかに軽微な損傷であることを確認できる場合とする。少しでも疑

義がある場合には「大破」に分類する。なお、「大破未満」と判定された事故事例は、これ

以上の調査は要しない。 

(b) その他記事からの事故後の動向を確認 

抽出記事以外のその他記事等を調査し、上記(a)のア～エのいずれかに該当することを確

認できた場合には「大破未満」と判定する。 

(c) 機体番号と運用状況の確認 

 これまでに収集した記事（抽出記事、その他記事等）を調査し、事故機の機体番号が掲

載されていないか確認する。機体番号が記載されている場合には、これらの記事について

その機体の投稿写真を調査し、撮影日が事故発生日以後で、その運用が確認できる写真が

ある場合（飛行中の写真等を確認）は「大破未満」と判定する。 

 

  

 
(注25) 運輸安全委員会の事故報告書（2.1.1(3)参照）を確認すると、一見軽度の損傷に見える、

思われる損傷でも大破と判断されている事例がある。 
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③ 不時着及び不時着水の事故の取り扱い 

 不時着及び不時着水（以下、これらを合わせて「不時着」という。）後の大破事故(注26)は、

事故データ表に含めない(注27)。ここで、不時着時に大破に至らなかったことが証明(注28)でき

ない場合には、「不時着時の大破」と見なし事故データ表に含める。 

 

④ スクリーニング要件等の整理 

 3.2.4(1)②で「大破」と整理した事故のうち 3.2.4(1)③の不時着時の大破を除く事故事例

については事故データとして選定し、対象事故選定に係るスクリーニング要件に加えて落

下事故発生場所の空域等の情報(注29)（以下「空域情報」という。）についても整理(注30)し、

軍用機事故リストを更新する。事故データの選定については、スクリーニング要件も含め

た事故データ及び対象事故の選定の流れを示す（図 3.16 を参照のこと）。 

 ここで整理するのは、空域情報である。空域情報の整理は、三つの飛行目的である、「訓

練中」、「基地から又は基地への移動中」、「その他（傷病人搬送、災害救助等）」に分けて行

う。 

 空域情報は、まず、「基地－訓練空域間往復時」と「「基地－訓練空域往復時」以外」に

分ける。「「基地－訓練空域往復時」以外」は更に「陸上落下」と「海上落下」に分ける。

「「基地－訓練空域往復時」以外」の「陸上落下」は更に「訓練空域内」、「訓練空域外」、

「基地内」に分ける。これら 5 分類（a. 基地－訓練空域間往復時、b. 訓練空域内、c. 訓練

空域外、d. 基地内、e. 海上落下）で整理を行う。具体的な手順を以下に示す。また、空域

情報の整理の流れを図 3.17 に示す。 

 

a 訓練中の場合 

 
(注26) 不時着時（地面又は水面に接する際）に大破に至らなかったが、その後の火災、滑落

等で大破に至った事故 
(注27) 総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会原子炉安全小委員会（第 5 回）資

料 3−1「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率に対する評価基準について（案）」30

の参考資料−4「在日米軍機の事故概要について」において調査対象とする在日米軍機に

ついて「落下事故等の大破事故（ただし、不時着後に大破した事故は除く。）」とされてい

ることを踏まえ、これを自衛隊機にも応用し、不時着後に大破した事故は、事故データか

ら除く。 
(注28 ) 不時着時には大破に至っていないことが明らかなことを確認できる不時着直後の写

真や連続写真がある場合、不時着した際には機体に損傷がなかったがその後の火災により

大破した等の情報（新聞記事等）がある場合 
(注29) 基地から又は基地への移動中の事故の場合は、その目的地又は出発地の情報。それ以

外の場合は、落下事故発生場所の上空の空域の情報 
(注30) 民間航空機とは整理する情報や観点が異なる（民間航空機では飛行段階を整理するの

に対し、軍用機では空域情報を整理する。）ため注意する。軍用機の事故は、評価対象施設

の立地により評価対象とする事故が異なる。 
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(a) 陸上落下であったか海上落下であったかを確認し、陸上落下であった場合には、基地

内の事故は「d.基地内」とし、それ以外は(b)に進む。海上落下であれば「e.海上落下」

とする。 

(b) 訓練を行っていた空域の情報についてこれまでに収集した記事（抽出記事、その他記

事等）を調査する。エリア A 等の航空路誌 6 に示される自衛隊及び米軍の訓練空域、

制限空域等(注31 )（以下「訓練空域」という。）の空域名称が記載されている場合には、

この情報を収集する。また、飛行経路の情報も参考になるため、空域情報がここで明

らかにならなかった場合には、このような情報も収集する。 

(c) 航空路、制限空域等の空域情報が図示された航空地図であるエンルートチャート(注32 )

を確認し、落下事故の発生場所（落下地点）が訓練空域内であったかどうかを確認す

る。エンルートチャートでの特定が困難な場合は、訓練空域の位置情報を基に地図で

確認する。ここで、空域情報の特定ができなかった場合には、追加でその他記事等を

調査する。 

(d) 落下事故発生場所の上空が訓練空域であった場合には「b. 訓練空域内」に、そうでな

かった場合には「c. 訓練空域外」とする。 

(e) 空域情報の特定が困難な場合には、「b. 訓練空域内」として整理するが、空域の詳細が

不明であることが分かるように注釈(注33)を付ける等して整理する。 

 

b 基地から又は基地への移動中の場合 

 落下等の事故時を起点として、その直近の出発地（移動元）が基地の場合の事故（以下

「基地からの移動中の事故」という。）又はその移動の目的地（移動先）が基地の場合の事

故（以下「基地への移動中の事故」という。）について、以下の(a)～(d)を判断する。 

(a) 移動先又は移動元が基地、空港、病院等の施設である場合には「c. 訓練空域外」又は

「e.海上落下」（海上落下の場合）とする。それ以外は(b)に進む。 

(b) 災害救助、領空侵犯に対するスクランブル等の訓練以外の目的である場合は「c. 訓練

空域外」又は「e.海上落下」（海上落下の場合）とする。それ以外は(c)に進む。 

(c) 訓練のため又は訓練後の移動である場合、その訓練が行われる空域が訓練空域である

かを確認する。これまでに収集した記事（抽出記事、その他記事等）を確認し、当該

空域の名称が記載されていてその空域が訓練空域である場合は「a. 基地－訓練空域間

往復時」とする。空域名称が記載されていない場合には、(d)に進む。 

 
(注31) 航空路誌 6 の ENR5.1 及び ENR5.2 に記載される「自衛隊の制限空域」、「低高度訓練／

試験空域」、「高高度訓練／試験空域」、「超音速飛行空域」及び「米軍機の制限空域」の全

71 の空域 
(注32) 航空路誌 6 に含まれている。 
(注33 ) どの空域での事故か判別できなかった場合には軍用機事故リスト及び軍用機事故デ

ータ表では、判別ができなかったことが分かるように整理する（表 3.7 及び表 3.9 の

H29.10.11 の事故の記載を参照）。 
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(d) 飛行経路や訓練が行われる空域の位置についてこれまでに収集した記事（抽出記事、

その他記事等）を調査する。飛行経路や訓練が行われる空域の位置が特定できた場合

にはエンルートチャート等を確認し、当該空域が訓練空域かどうかを確認する。その

結果、当該空域が訓練空域ではないと判断できた場合は「c. 訓練空域外」又は「e.海

上落下」（海上落下の場合）とし、訓練空域と判断できた場合は「a.基地－訓練空域間

往復時」とする。また、空域の詳細を判断できなかった場合には、空域の詳細が不明

であることが分かるように注釈(注 33)を付ける等して整理する。 

 

c その他の場合 

(a) 陸上落下であったか海上落下であったかを確認し、陸上落下で、かつ、基地内の事故

であった場合には「d.基地内」とし、それ以外は「c.訓練空域外」とする。海上落下の

場合は「e.海上落下」とする。 

 

⑤ 事故データ及び対象事故の選定 

事故データ及び対象事故の選定を行う。3.2.4(1)④で整理した事故リストのスクリーニン

グ要件の組合せにより事故データ及び対象事故の選定を行う。軍用機の事故データ及び対

象事故の選定に係るスクリーニング要件を表 3.8 に示す。また、事故データ及び対象事故

の選定の流れを図 3.16 に示す。 

 

＜軍用機の事故選定における留意点＞ 

対象事故の選定において、入手した「事故データ」からは落下した軍用機が「訓練空域

外を飛行中」であったか「基地－訓練空域間往復時」であったかを判別することができな

い事故が含まれる場合がある。これらの事故は、本事故データ表が航空機の落下確率の評

価に対して評価対象となる「事故データ」を提供するものであることから、以下の整理を

踏まえ、全て「基地－訓練空域間往復時」の事故として「対象事故」として選定する（3.2.4(1)

⑤参照）。これは次の理由による。 

 

 「訓練空域外を飛行中」の事故として扱った場合、内規 5 により「海上」に落下し

た事故が評価対象外となることから、事故の詳細不明にも関わらず「対象事故」

から除外されてしまうこと。 

 「基地－訓練空域間往復時」の事故として扱った場合には、「海上」に落下した事

故であっても「対象事故」として選定されること。 

 

また、対象外事故とした理由の妥当性については、事故を選定した者以外の複数の第三

者的立場にある者による確認(注 14)を行って判断することとする。 
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さらに、情報源が新聞、雑誌等という性質上の情報の揺らぎ等があるため、その情報を

採用するか否かは収集した様々な媒体の情報から総合的に判断することとする。情報採用

の判断の妥当性についても事故を選定した者以外の複数の第三者的立場にある者による確

認において判断する。 

なお、航空機落下確率の評価においては、当該事故の分類が航空機落下確率の評価に与

える影響や、追加的な調査によって得られる情報、施設の立地状況等を踏まえ、事故の分

類を行う必要がある。 
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表 3.7 軍用機事故リストの例 

Table 3.7 Example of a military aircraft crashes list 

発生日 損傷程度 
大破未満判

断根拠 

事故

デー

タ 

離陸場

所 
（所

属） 

発生

場所 
機種 機体番号 事故の概要 基地－訓練空域 

基地－訓練空域以外 

対象

事故 
除外理由 

陸上落下 
海

上 
落

下 

訓

練 
空

域

内 

訓

練 
空

域

外 

基

地

内 

H29.8.29 大破未満 

目立った損

傷はなく、

撮影日が事

故日以降の

投稿写真を

確認した。 

 

普天間

基地 
（米

軍） 

大分

空港 
MV-22B ET18/168014 

岩国基地から普天間基地に移動

中にトラブルが発生し、大分県

国東市の大分空港の滑走路から

外れた場所に緊急着陸した。一

時煙が上がったが、火災は発生

せず、機体に目立った損傷はな

かった。 

― ― ― ― ― ― ― 

H29.10.7 大破未満 
修理後帰還

した。 
 

三沢基

地 
（米

軍） 

空自

小松

基地 
F-16MC 91-0357 

長崎空港を離陸し三沢基地に戻

る途中、1 機にエンジントラブ

ルが起きた可能性があるとし

て、小松基地に緊急着陸を行っ

た。修理完了後三沢に戻った。 

― ― ― ― ― ― ― 

H29.10.11 大破 

不時着時に

大破してい

なかったか

不明。 

○ 
不明 

(普天間

基地) 

沖縄

県国

頭郡

東村

高江 

CH-53E 04/163078 

沖縄県東村高江の米軍北部訓練

場近くの牧草値に不時着して炎

上、機体は全焼した。訓練での

異常発生後に普天間基地へ帰還

する途中での事故であるが、事

故機の詳細な飛行経路が特定で

きない。 

○(注)  
○ 
(注) 

  ○  

(注)  P41＜軍用機の事故選定における留意点＞に記載のとおり、入手した「事故データ」からでは落下した航空機が「訓練空域外を飛

行中」であったか「基地－訓練空域間往復時」であったかを判別することができない事故 
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表 3.8 軍用機の事故データ及び対象事故の選定に係るスクリーニング要件 

Table 3.8 Screening requirements for selection of data to be evaluated for military aircraft 

損傷程度 損傷の時期 
事故データ 
として選定 

空域 落下場所 
対象事故 

として選定 

大破 

不時着後 × － － － 

その他 ○ 

基地－訓練空域往復時 － ○ 

その他 
陸上 ○ 

海上 × 

大破未満 全て × － － － 

○：選定する 

×：選定しない 

-：展開不要 

 

(2)  軍用機事故データ表の作成 

3.2.4(1)で作成した軍用機事故リストに含まれる事故のうち、3.2.4(1)⑤で事故データとし

て選定された事故を抽出し、事故情報、空域情報等を再整理した軍用機事故データ表（表

3.9 参照）を作成する。 
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図 3.16 軍用機の事故データ並びに対象事故の選定の流れ 

Figure 3.16 Flow for extraction of data to be evaluated from the selected data on military 
aircraft crashes 

(注 1) 損傷程度が不明の場合は大破相当とする。 
(注 2) ＜軍用機の事故選定における留意点＞（p.41）に記載のとおり、入手した

「事故データ」からは落下した航空機が「訓練空域外を飛行中」であった

か「基地－訓練空域間往復時」であったかを判別することができない事故

についても YES に分岐する。 
(注 3) 空域情報の整理の流れは図 3.17 を参照のこと。 

 

 

対象事故 

・不時着後の大破 

・中破 

・小破 

・損傷なし 

落下等の大破事故か（注 1） 

事故データ 

（軍用機事故データ表に記載） 

軍用機事故リスト 

（大型機、小型機） 

（固定翼機、回転翼機） 

 

NO 

YES 

・海上落下 
対象外 

NO 

陸上に落下した事故か 

陸上に落下した事故 

対象外 

 

訓練空域外 
を飛行中 

YES 

訓練空域内 
を飛行中 基地内 

対象外 

基地－訓練空域間往復時か（注 2） 

NO 

YES 
空域情報の整理(注 3) 
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図 3.17 空域情報の整理の流れ（1/2） 

Figure 3.17 Flow for organizing airspace information(1/2) 
(注 1) 不時着後の大破を除く。 
(注 2) 基地からの移動中の事故又は基地への移動中の事故を指す。 
(注 3) 空域情報の特定が困難な場合には、空域の詳細が不明であることが分か

るように注釈等を付けて整理する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

落下等の大破事故（注 1） 

 

YES 

 訓練中の事故か 
NO 

YES 

 基地から又は基地へ
の移動中の事故か（注 2） 

NO 
 陸上落下か 

YES 

NO 
e.海上落下 

 基地内での落下か 

YES 
NO 

d.基地内 

c.訓練空域外 

 訓練空域での落下か（注 3） 

YES 

NO 

b.訓練空域内 

c.訓練空域外 

 陸上落下か 

YES 

NO 
e. 海上落下 

 基地内での落下か 

YES 
NO 

d.基地内 

① 
（基地から又は基地へ

の移動中の事故） 
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図 3.17 空域情報の整理の流れ（2/2） 

Figure 3.17 Flow for organizing airspace information (2/2) 
(注 1) 基地からの移動中の事故又は基地への移動中の事故を指す。 
(注 2) 航空路誌 6 の ENR5.1 及び ENR5.2 に記載される「自衛隊の制限空域」、

「低高度訓練／試験空域」、「高高度訓練／試験空域」、「超音速飛行空域」

及び「米軍機の制限空域」の全 71 の空域 
(注 3)  ＜軍用機の事故選定における留意点＞（p.41）に記載のとおり、入手し

た「事故データ」からは落下した自衛隊機が「訓練空域外を飛行中」であ

ったか「基地－訓練空域間往復時」であったかを判別することができない

事故は YES とする。 
 

 陸上落下か 

YES 

NO 
e.海上落下 

c.訓練空域外 

NO 

 訓練が行われる空域が訓
練空域（注 2）であるか（注 3） 

YES 

 移動先又は移動元が
基地、空港、病院等

の施設か 

NO 

YES 

 
災害救助、領空侵犯に対す
るスクランブル等の訓練以

外の目的か 

NO 

基地から又は基地への

移動中の事故（注 1） 

① 

YES 

a.基地－訓練空域間往復時 
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表 3.9 軍用機事故データ表の例 

Table 3.9 Example of a data table on military aircraft crashes 

No 発生日 
離陸場所 

(所属) 
発生場所 機種 事故の概要 

基地－訓練 

空域 

基地－訓練空域 以外 

対象事故 除外理由 陸上落下 
海上 
落下 訓練 

空域内 
訓練 

空域外 
基地内 

1 H29.10.11 
不明 

(普天間基地) 
沖縄県国頭郡

東村高江 
CH-53E 

沖縄県東村高江の米軍北部訓練場近

くの牧草値に不時着して炎上、機体

は全焼した。訓練での異常発生後に

普天間基地へ帰還する途中での事故

であるが、事故機の詳細な飛行経路

が特定できない。 

○(注)  ○(注)   ○  

 

 合計 1 0 1 
 

(注)  P41＜軍用機の事故選定における留意点＞に記載のとおり、入手した「事故データ」からでは落下した航空機が「訓練空域外を飛行

中」であったか「基地－訓練空域間往復時」であったかを判別することができない事故 
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4. 民間航空機運航実績の整理 

民間航空機の運航実績の整理の流れを図4.1に示す。 

ここで整理する運航実績は、計器飛行方式による離着陸時の事故及び航空路を巡行中の

事故の航空機落下確率を求める際に用いるものであり、大型固定翼機（計器飛行方式）が

対象である。大型固定翼機（有視界飛行方式）については、計器飛行方式でないので対象

外である。なお、小型固定翼機及び回転翼機については内規5において有視界飛行方式とし

て扱うとされているため、対象外である。具体的な手順については4.1及び4.2に示す。 

 

 
図 4.1 運航実績の整理の流れ 

Figure 4.1  Flow for organizing flight experience 

 

 

 

国内線の運航実績の集計 

・離着陸回数（運航回数×2） 

・延べ飛行距離（運航キロメートル） 

資料の入手 

（航空輸送統計年報） 

・運航回数 

・運航キロメートル 

NO 

YES 

資料の入手 

（空港管理状況調書） 

（暦年・年度別空港管理状況調書） 

・空港ごとの国際線着陸回数 

空港ごとの国際線の離着陸回数の算出 

（空港ごとの着陸回数×2） 

国内線か 

民間航空機運航実績の整理作業開始 

空港-海岸線距離の整理 

空港ごとの延べ飛行距離の算出 

（空港ごとの離着陸回数×空港-海岸線距離） 

国際線の運航実績の集計 

・離着陸回数（全空港の合計） 

・延べ飛行距離（全空港の合計） 
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4.1 国内線 

4.1.1 資料入手 

国内線の運航実績は、国土交通省の公表する航空輸送統計年報の第 1 表総括表の情報を

用いて整理する（入手方法は図 4.2 又は図 4.3 を参照）。航空輸送統計年報の第 1 表総括表

では、国内線、国際線別に集計されており、かつ、国内線については定期便とその他の便

に分けて集計されている。 

本技術報告では、航空輸送統計年報の第 1 表総括表の国内線の定期便の運航実績を用い

て整理する。国際線の運航実績に航空輸送統計年報の第 1 表総括表の情報を用いないのは、

国際線を運航する航空機には、外国の航空機が多く含まれると考えられるのに対して、航

空輸送統計年報が日本の航空機の運航実績を整理したものであり、外国の航空機の運航実

績を含まないためである（国際線の資料入手については、4.2 参照）。また、国内線の定期

便を用いる理由は、以下のとおりである。 

 

(1) 内規 5 によれば、民間航空機（大型固定翼機、有視界飛行方式）による定期便は該

当なしとしている。また、民間航空機（小型固定翼機、大型回転翼機及び小型回転翼

機）の定期便の運航頻度については、内規 5 にもあるとおり、「定期航空運送事業者の

登録機数の割合から、運航頻度が大型機の数％であると判断できる」ため、航空輸送

統計年報の定期便のほとんどは民間航空機（大型固定翼機、計器飛行方式）によるも

のと判断できる。 

(2) 航空輸送統計年報のその他の便としてはチャーター便などの不定期便が考えられ

るが、内規 5 の記載及び航空輸送統計年報に示される運航実績から、民間航空機（大

型固定翼機、計器飛行方式）のうち不定期便は定期便に比べて極めて少ないと判断で

きる。 

 

航空輸送統計年報は e-Stat(注34)にて公開されている。国土交通省の最新統計表のページ 31

に e-Stat の該当ページへのリンクが示されている（図 4.2 参照）。e-Stat から直接統計デー

タを収集する方法を図 4.3 に示す。その他の方法であっても同様の収集が可能なものであ

ればよい。

また、総括表は Excel 及び PDF 形式で提供されているため、データ収集者の整理方法に

より適宜選択する。 

 
(注34) 各府省等の参画の下、総務省統計局が整備し、独立行政法人統計センターが運用管理

を行っている。（トップページ：https://www.e-stat.go.jp/）公表済みの航空輸送統計年報は国

会図書館において閲覧、複写可能である。ウェブページで公開されていない古いデータも

入手可能である。 
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内規 5 では、事故事例及び運航実績の集計期間について、原則として最近の 20 年間とす

るとしている。このため、対象集計期間内の情報が必要であり、過去の航空輸送統計年報

について修正が行われている場合には、それを反映する必要がある。 

 国土交通省のウェブページに統計資料の新旧情報 32 が公開されている。新旧情報のペー

ジから航空輸送統計調査を選択し、航空輸送統計年報の正誤情報を確認する（図 4.4 及び

図 4.5 参照）。ここで確認するのは、第 1 表総括表の暦年の国内線の運航回数及び運航キロ

メートルの 2 か所である（詳細は 4.1.2 及び 4.1.3 参照）。必要に応じて過年度のデータを

修正する。また、e-Stat に掲載される過去のデータにおいても修正のあったものについて

は正誤情報が掲載されている。 

 なお、e-Stat には掲載されていない古いデータが必要な場合には国会図書館等で閲覧す

る必要がある。 
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出典） 「最新統計表」31（国土交通省）（https://www.mlit.go.jp/k-
toukei/saishintoukeihyou.html）（令和 6 年 4 月 9 日現在）、「調査年の選択（航空輸送統計
調査）」33(e-Stat)（https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00600360&kikan=00600&tstat=000001018894&c
ycle=7&result_page=1&tclass1val=0）（令和 6 年 4 月 9 日現在）及び「データセット一覧
（令和 4 年航空輸送統計調査）」34(e-Stat)（https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00600360&kikan=00600&tstat=000001018894&c
ycle=7&year=20220&month=0&result_back=1&result_page=1&tclass1val=0）（令和 6 年 4 月
9 日現在）を加工して作成 

図 4.2 国土交通省最新統計表のページからの総括表の入手方法 

Figure 4.2 How to obtain summary tables (from the latest statistical tables page in the ministry of 

land, infrastructure, transport and tourism) 
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出典） 「e-Stat トップページ」35(e-Stat)（https://www.e-stat.go.jp/）、 
「組織から探す」36(e-Stat)（https://www.e-stat.go.jp/statistics-by-organization/）、「政府統計
一覧（国土交通省）」37(e-Stat)（https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&kikan=00600）、
「航空輸送統計調査」38(e-Stat)（https://www.e-stat.go.jp/stat-
search?page=1&toukei=00600360&kikan=00600）、「航空輸送統計調査」39(e-Stat)
（https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&toukei=00600360&kikan=00600&tstat=000001018894）及び「データセ
ット一覧（令和 4 年航空輸送統計調査）」34(e-Stat)（https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00600360&kikan=00600&tstat=000001018894&c
ycle=7&year=20220&month=0&result_back=1&result_page=1&tclass1val=0）（令和 6 年 4 月
9 日現在）を加工して作成 

図 4.3 e-Stat のページからの総括表の入手方法 

Figure 4.3  How to obtain summary tables (from the e-Stat pages) 
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出典） 「新旧情報」32(国土交通省)（https://www.mlit.go.jp/k-toukei/errata.html）（令和 6
年 10 月 30 日現在）を加工して作成 

図 4.4 統計資料の新旧情報のページ 

Figure 4.4 Page of old and new information on statistical data 

 

 
出典） 「航空輸送統計調査 新旧情報」40（国土交通省）（https://www.mlit.go.jp/k-
toukei/errata_11.html）（令和 6 年 10 月 30 日現在）を加工して作成 

図4.5 航空輸送統計調査の新旧情報のページ 

Figure 4.5  Page of old and new information on air transport statistics survey 
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4.1.2 離着陸回数の整理 

離着陸回数は、航空輸送統計年報の第 1 表総括表の暦年の国内線のうち定期便の運航回

数を 2 倍した値(注35)をその年の離着陸回数とする（図 4.6 参照）。 

 

 
出典） 「航空輸送統計年報 令和 3 年（2021 年） 総括表」41（国土交通省）
（https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000032211477&fileKind=0）（令
和 6 年 4 月 9 日現在）を加工して作成 

図 4.6 年ごとの国内線の離着陸回数の算出 

Figure 4.6 Calculation of the number of domestic takeoffs and landings year-by-year 

 

4.1.3 延べ飛行距離の整理 

延べ飛行距離は、航空輸送統計年報の第 1 表総括表の暦年の国内線のうち定期便の運航

キロメートルの値を採用する（図 4.7 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注35) 航空機の 1 回の運航には、離陸と着陸が各々1 回含まれるため。 



 

56 
 

 
出典） 「航空輸送統計年報 令和 3 年（2021 年） 総括表」41（国土交通省）
（https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000032211477&fileKind=0）（令
和 6 年 4 月 9 日現在）を加工して作成 

図 4.7 年ごとの国内線の延べ飛行距離の整理 

Figure 4.7 Organization of total domestic flight distance year-by-year 

 

4.2 国際線 

4.2.1 資料入手 

国際線の運航実績は、国土交通省の公表する空港管理状況調書の情報を用いて整理する。

国際線の多くでは大型民間航空機が使用されることから、空港管理状況調書の国際線の運

航実績は、民間航空機（大型固定翼機、計器飛行方式）による運航実績と見なすことがで

きるためである。空港管理状況調書は国土交通省の空港管理状況のページ 42 にて公開され

ている（図 4.8 参照）。

内規 5 では、事故事例及び運航実績の集計期間について、原則として最近の 20 年間とす

るとしている。このため、対象集計期間内の情報が必要であり、過去の空港管理状況調書

について修正が行われている場合には、それを反映する必要がある。 

なお、空港管理状況調書のデータに変更があった場合には、国土交通省の空港管理状況

のページに正誤情報が公開される。ただし、直近の変更情報しか掲載されず、時間が経つ

と正誤情報の掲載はなくなる。そのため、対象集計期間のデータの変更の有無を確認でき

ない場合には、その年の空港管理状況調書だけでなく、暦年・年度別空港管理状況調書（10

年分のデータ）を確認し、過年度データの変更の有無を確認する（図 4.8～図 4.10 参照）。

ここで確認するのは、国際線の着陸回数である（詳細は 4.2.3 参照のこと）。必要に応じて

過年度のデータを修正する。 

なお、空港管理状況のページには掲載されていない古いデータが必要な場合には国会図

書館等で閲覧する必要がある。 

 



 

57 
 

 

出典） 「空港管理状況」42（国土交通省）

（https://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_000185.html）（令和 6 年 4 月 9 日現在）を加工して作成 

図 4.8 空港管理状況のページ 

Figure 4.8 Airport management status page 

 

 

出典） 「令和 3 年空港管理状況調書」43（国土交通省）

（https://www.mlit.go.jp/common/001494176.xlsx）（令和 6 年 4 月 9 日現在）から抜粋 

図 4.9 空港管理状況調書（単年）の例 

Figure 4.9 Example of airport management status survey reports (single year) 

 



 

58 
 

 

出典） 「暦年・年度別空港管理状況調書（H24～R3）」44（国土交通省）

（https://www.mlit.go.jp/koku/content/001753985.xlsx）（令和 6 年 4 月 9 日現在）を加工して

作成 

図 4.10 暦年・年度別空港管理状況調書の例 

Figure 4.10 Example of airport management status survey reports by calendar year/annual 

period 

 

4.2.2 空港－海岸線距離の整理 

新規に開港した空港がある場合には、その空港での国際線の着陸回数を確認し、実績を

確認した場合には、空港から海岸線までの最短距離を調査する。新規に開港した空港は国

土交通省の空港一覧のページ 45等で、実績は空港管理状況調書等で確認することができる。

空港から海岸線までの最短距離の求め方は多数存在するが、一例として、国土地理院が提

供する地理院地図（電子国土 Web）46 を用いた手順を図 4.11 に示す。また、これまでに国

際線の運航実績のあった空港の海岸線までの最短距離を表 4.1 に示す。なお、空港から海

岸線までの最短距離は km 表記で小数点以下を切り捨てた値を採用する。 
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出典） 「地理院地図（成田空港周辺）」47（国土地理院）

（https://maps.gsi.go.jp/index_m.html#15/35.742576/140.394974/&base=std&ls=std&disp=1&vs

=c1g1j0h0k0l0u0t0z0r0s0m0f1）（令和 6 年 4 月 9 日現在）を加工して作成 

図 4.11 地理院地図による空港から海岸線までの最短距離の測定法（1/2） 

Figure 4.11 Measurements of the shortest distance from airports to coastlines by GSI Maps 

(1/2) 
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出典） 「地理院地図（成田空港周辺）」47（国土地理院）

（https://maps.gsi.go.jp/index_m.html#15/35.742576/140.394974/&base=std&ls=std&disp=1&vs

=c1g1j0h0k0l0u0t0z0r0s0m0f1）（令和 6 年 4 月 9 日現在）を加工して作成 

図 4.11 地理院地図による空港から海岸線までの最短距離の測定法（2/2） 

Figure 4.11 Measurements of the shortest distance from airports to coastlines by GSI Maps 

(2/2) 
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表 4.1 これまでに国際線の運航実績のある空港から海岸線までの最短距離 

Table 4.1 The Shortest distance from airports which have had international flights to coastlines 

空港名 

空港から 
海岸線までの 

最短距離 
（km） 

空港名 

空港から 
海岸線までの 

最短距離 
（km） 

空港名 

空港から 
海岸線までの 

最短距離 
（km） 

 成田国際 19  紋別 0  屋久島 0 
 中部国際 0  女満別 15  奄美 0 
 関西国際 0  青森 10  喜界 0 
 大阪国際 10  花巻 66  徳之島 0 
 東京国際 0  大館能代 30  沖永良部 0 
 新千歳 14  庄内 0  与論 0 
 稚内 0  福島 51  粟国 0 
 釧路 4  大島 0  久米島 0 
 函館 0  新島 0  慶良間 0 
 仙台 1  神津島 0  南大東 0 
 新潟 0  三宅島 0  北大東 0 
 広島 11  八丈島 1  伊江島 0 
 高松 15  佐渡 0  宮古 1 
 松山 0  富山 11  下地島 0 
 高知 0  能登 6  多良間 0 
 福岡 4  福井 11  新石垣 0 
 北九州 0  松本 85  波照間 0 
 長崎 0  静岡 7  与那国 0 
 熊本 22  神戸 0  札幌 11 
 大分 0  南紀白浜 0  三沢 3 
 宮崎 0  鳥取 0  百里(茨城) 13 
 鹿児島 7  隠岐 0  小松 1 
 那覇 0  出雲 0  美保 0 
 旭川 70  石見 0  岩国 0 
 帯広 30  岡山 25  徳島 0 
 秋田 11  佐賀 0  調布 23 
 山形 57  対馬 0  名古屋 17 
 山口宇部 0  小値賀 0  但馬 15 
 利尻 0  福江 1  岡南 0 
 礼文 0  上五島 0  天草 3 
 奥尻 0  壱岐 0  大分県央 28 
 中標津 15  種子島 3  八尾 15 

 

4.2.3 離着陸回数の整理 

離着陸回数は、空港ごとに空港管理状況調書の暦年の国際線の運航回数を 2 倍した値(注36) 

を整理し、全空港の和をその年の離着陸回数(注37)とする。ここで、空港別の着陸回数は、空

港別順位表にまとめられている着陸回数を用いる（図 4.12 参照）。

 

 
(注36) 航空機の 1 回の運航には、離陸と着陸が各々1 回含まれるため。 
(注37) 空港管理状況調書 43 の「全空港計 3（全空港計 1、全空港計 2）」の着陸回数の 2 倍と

同じであるが、延べ飛行距離は空港ごとに海岸線までの最短距離を乗じて求めることにな

るため、空港ごとに離着陸回数を整理しておく。 
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出典） 「令和 3 年（暦年・年度）空港別順位表」48（国土交通省）

（https://www.mlit.go.jp/common/001494204.xlsx）（令和 6 年 4 月 9 日現在）を加工して作成 

図 4.12 年ごとの国際線の離着陸回数の算出 

Figure 4.12 Calculation of the number of international takeoffs and landings year-by-year 

 

4.2.4 延べ飛行距離の整理 

延べ飛行距離は、4.2.3 で整理した空港ごとの離着陸回数に 4.2.2 で整理した空港から海

岸線までの最短距離を乗じて空港ごとの延べ飛行距離を算出し、全空港の和をその年の延

べ飛行距離とする（図 4.13 参照）。ただし、国際線については有効数字を 2 桁とし、3 桁以

降を切り捨てて求める。 
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図 4.13 年ごとの国際線の延べ飛行距離の整理 

Figure 4.13 Organization of total international flight distance year-by-year 
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5. 面積データの整理 

軍用機の航空機落下確率を算出する際に用いられる各種面積については、5.1及び5.2に

示す方法により算出する。なお、自然災害等により海岸線情報に有意な変化がある可能性

がある場合又は訓練空域等の変更が行われた場合には、これらの面積に有意な変化があり

得るため、改めて算出する。 

 

5.1 全国土面積 

5.1.1 資料入手 

航空機落下確率算出で使用する全国土面積は、国土地理院の発行する全国都道府県市区

町村別面積調49（以下「面積調」という。）を用いる。 

 

5.1.2 全国土面積の算出 

面積調49に記載された全国の面積から訓練空域となっていない、歯舞群島（多楽島、志発

島、勇留島、秋勇留島及び水晶島）、色丹島、国後島及び択捉島の面積を除外する。これら

除外する面積は面積調49において北方地域の面積として、北海道データの欄外に記載して

ある。すなわち、面積調49に記載される「全国の面積」の値から「北方地域の面積」の値を

引くことで得られた値を航空機落下確率算出で使用する全国土面積とする。 

 

5.2 訓練空域等の面積 

訓練空域等の面積は航空路誌6ENR5.1及びENR5.2に示される自衛隊の制限空域、自衛隊

の低高度訓練／試験空域、自衛隊の高高度訓練／試験空域、超音速飛行空域、米軍の制限

空域、回廊の面積を求める。面積の算出には地理情報システム（以下「GIS」という。）を

用いる。GISのソフトウェアには様々なものがあり、実際のデータ入力、面積算出は使用す

るGISソフトウェア(注38)のマニュアル(注39)を参照すること。

 

5.2.1 海岸線データの入手 

訓練空域の陸上の面積を求めるために必要な海岸線のデータは国土地理院が提供する

「国土数値情報ダウンロードサイト」52から入手する。

 

5.2.2 訓練空域情報の入手 

訓練空域等の情報は、航空路誌6のENR5.1及びENR5.2に空域ごとにその位置（座標(注40)）

 
(注38) 国土地理院のウェブページ 50 で紹介されているオープンソースの GIS ソフトウェア

「QGIS」等がある。 
(注39) QGIS はユーザーマニュアルがウェブページ 51 に示されている。 
(注40) 通常の書体で書かれた座標は Tokyo Datum の 60 進法、斜体は WGS84 座標系の 60 進

法の表記である。 
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と形状が示されている。ここで、座標の情報は使用するGISソフトウェアの仕様に従い変換

を要する場合がある。座標の変換は、国土地理院が提供する座標変換ソフトウェア

「TKY2JGD」53等が利用できる。 

 

5.2.3 訓練空域面積の算出の留意事項 

算出する面積は、以下に示した①～⑪である。訓練空域の面積の算出では、その訓練空

域の全面積だけでなく、その訓練空域における陸上部の面積も算出する（図5.1参照）。面

積の合計を算出する際は、空域の重なりを考慮する必要があるので留意すること（図5.2参

照）。実際の算出方法は使用するGISソフトウェアのマニュアルを参照すること。 

求める面積は、GISソフトウェア上でAlbers正積円錐図法(注41)に投影して算出する。各空

域の陸上と海上を合わせた全体面積は、航空路誌6に記載される座標等を投影することで算

出する。各空域の陸上の面積は全体面積を算出する際に投影したデータに国土数値情報ダ

ウンロードサイト52から入手した海岸線情報と重ね合わせ処理を行うことで陸上領域と海

上領域を分けて算出する。また、全訓練空域の面積の合計等の複数の空域の面積の合計値

の計算は、空域の重複部を除くため、エンルートチャート等で重複部を確認し、各空域の

陸上領域と海上領域を分けたときと同様に、複数の座標データの重ね合わせ処理を行うこ

とで、重複部の面積を算出し、各空域の面積の合計値からその面積を引くことで求める。

すなわち、空域 について、その空域の全面積を 、空域 と重複している部分の面積を

としたとき、∑ − ∑ により算出するということである。 

なお、各面積はkm2表記で小数点以下を切り捨てた値を採用する。 

算出した面積の整理例を表5.1～表5.7に示す。 

また、実際にGISソフトウェア上に投影した位置及び訓練空域の形状については、航空路

誌6に含まれるエンルートチャート及びAIView (Aeronautical Information Viewer)54 (注42 )も閲

覧し、その位置及び形状について最新情報を確認する。 

航空路誌6のENR5.1及びENR5.2で座標等の情報を得ることができない場合には、航空路

誌6のSUPsの情報及び防衛省がウェブ56で公開している座標データの最新情報も確認する。 

① 各訓練空域の面積 

② 各訓練空域の陸上の面積 

③ 訓練空域種類ごとの面積の合計 

④ 訓練空域種類ごとの陸上の面積の合計 

 
(注41) 国土地理院が発行する「全国都道府県市区町村別面積調」49 においても、平成 26 年面

積調から、面積測定に当たり採用している図法である。 
(注42 ) 国土交通省航空局の航空情報センターが提供するウェブベースのビューアーサービ

スで、電子航空路誌（AIP）やノータム（NOTAM）などの航空情報を地図上に重ねて表示

することができ、訓練空域の位置、形状が地図上で確認できる。このサービスを利用する

には、AIS JAPAN（Aeronautical Information Service Center：航空情報センター）のウェブサ

イト 55 でアカウント登録とログインが必要になる。 



 

66 
 

⑤ 自衛隊の全訓練空域の面積の合計 

⑥ 自衛隊の全訓練空域の陸上の面積の合計 

⑦ 米軍の全訓練空域の面積の合計 

⑧ 米軍の全訓練空域の陸上の面積の合計 

⑨ 各回廊の面積 

⑩ 全回廊の面積の合計 

⑪ 全回廊の陸上の面積の合計(注43)

 

 

図 5.1 訓練空域の陸上の面積 

Figure5.1 Land area sizes of training airspaces 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注43) 内規 5 に示される航空機落下確率の算出手法では面積の合計を使用しているがここで

は参考値として面積を算出する。 

陸上訓練空域 

訓練空域 海 
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表 5.1 自衛隊機の制限空域の面積の整理例 

Table 5.1 Example of organizing surface area sizes of airspace restrictions for self-defense forces 

aircrafts 

記号 名称 空域面積 
（km2） 

陸上面積 
（km2） 

場所 

- 矢臼別演習場 269 269 北海道野付郡別海町及び厚岸郡厚岸町 
R-91 日出生台演習場 84 84 大分県玖珠郡玖珠町 
R-92 十文字演習場 11 11 大分県速見郡日出町及び山香町 
R-96 日本原演習場 32 32 岡山県勝田郡勝北町及び奈義町 

R-101 饗場野演習場 45 45 滋賀県高島郡今津町新旭町及び安曇川町 
R-108 大矢野原演習場 48 48 熊本県上益城郡矢部町 
R-119 相馬ヶ原演習場 6 6 群馬県群馬郡箕郷町及び北群馬郡榛東村 
R-127 王城寺原演習場 89 89 宮城県黒川郡大和町及び大衡町 
R-131 日高沖空戦訓練区域 2,674 0 北海道日高支庁静内沖 
R-138 島松射撃場 43 43 北海道千歳市北西 
R-532 - 1,031 0 本州北陸前沖 
R-533 -) 1,270 0 四国足摺岬沖 
R-144 遠州灘空戦訓練区域 1,567 0 本州南岸沖浜松南方 
R-521 六ヶ所村対空射場 314 1 青森県上北郡六ヶ所村 

 面積合計 7,483 628  

 

表 5.2 自衛隊の低高度訓練／試験空域の面積の整理例 

Table 5.2 Example of organizing surface area sizes of low altitude training/testing areas for self-

defense forces aircrafts 
名称 空域面積 （km2） 陸上面積 （km2） 

エリア 1 879 59 
エリア 2 2,567 2,567 
エリア 3 7,904 7,904 
エリア 4 3,262 2,471 
エリア 5 1,281 699 
エリア 6 5,762 0 
エリア 7 1,849 1,849 
エリア 8 2,776 1,065 
エリア 9 2,263 1,313 
面積合計 28,542 17,927 
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表 5.3 自衛隊の高高度訓練／試験空域の面積の整理例 

Table 5.3 Example of organizing surface area sizes of high altitude training/testing areas for self-

defense forces aircrafts 
名称 空域面積 （km2） 陸上面積 （km2） 

エリア A 48,924 41,305 
エリア B 41,056 2,494 
エリア C 86,795 4,943 
エリア D 17,295 0 
エリア E 19,108 0 
エリア G 118,134 1 
エリア H 9,390 9,390 
エリア J 4,610 4,610 
エリア K 17,731 0 
エリア L 17,959 0 
エリア N 19,473 8 
エリア P 57,256 832 
エリア Q 2,864 2,391 
エリア S 294,194 63 
エリア U 6,002 0 
面積合計 745,321 66,037 

 

表 5.4 超音速飛行空域の面積の整理例 

Table 5.4 Example of organizing surface area sizes of supersonic flight area 

 空域面積（km2） 陸上面積（km2） 

超音速飛行空域 30,138  0 
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表 5.5 米軍機の制限空域の面積の整理例 

Table 5.5 Example of organizing surface area sizes of airspace restrictions for U.S. forces 

aircrafts 

記号 名称 空域面積

（km2） 
陸上面積

（km2） 
場所 

R-104 ゴルフ区域 2,081 0 九州西岸五島列島北方 
R-105 フォクストロット区域 2,304 0 九州西岸五島列島南方 
R-109 リマ区域 6,266 0 九州東岸日向灘東方 
R-114 富士マックナイア 304 304 山梨県富士吉田市及び南都留郡中野村 
R-116 チャーリー区域 4,194 0 本州東岸野島崎南東 
R-121 中部本州空戦訓練区域 1,770 0 本州東岸鹿島灘 
R-129 北部本州空戦訓練区域 2,517 0 本州東岸八戸港東方 
R-130 三沢対地訓練区域 45 8 本州東岸八戸港北方 
R-134 九州空戦訓練区域 2,130 0 本州北西岸角島西方 
W-172 沖縄南部訓練区域 11,484 0 沖縄県那覇市南南東海上 38 海里 
W-173 ホテルホテル 20,967 0 沖縄県那覇市北東方 29 海里海上 

W-173A アルファ区域 4,220 0 沖縄県那覇市北東方上 
W-174 出砂島対地訓練区域 507 0 沖縄県那覇市北西方 33 海里 

W-174A 久米島訓練区域 368 14 久米島及び出砂島周辺 
W-175 黄尾嶼 0 0 宮古島平良市北西方 110 海里海上 
W-176 鳥島対地訓練区域 269 0 沖縄県嘉手納市の西北西方 
W-177 キャンプハンセン訓練区域 40 40 沖縄等中心部 
W-178 伊江島 269 23 沖縄県嘉手納北方 

W-178A 伊江島 992 9 沖縄県嘉手納北方 
W-179 沖縄北部訓練区域 10,619 0 沖縄県嘉手納北西方 34 海里海上 
W-181 ゴルフゴルフ 12,017 0 沖縄県那覇市東南東 140 海里海上 
W-182 赤尾嶼 269 0 宮古島平良市北西方 80 海里 
R-183 沖大東島 97 1 沖縄県那覇市南東方 220 海里海上 

W-183A 沖大東島 172 0 同上 
W-184 インディアインディア 23,402 1 沖縄県那覇市東方 240 海里海上 
W-185 マイクマイク 9,536 0 沖縄県那覇市南東方 110 海里海上 

- 北部訓練場 62 62 沖縄島北部 
- キャンプシュアブ 23 20 沖縄島中心部 
- 中部訓練場 26 26 沖縄島中心部 
- キャンプコートニー地区 1 1 嘉手納飛行場の北東 5.4 陸里 
-) ホワイトビーチ地区 2 1 嘉手納飛行場の南東 8 海里 
 面積合計 116,953 509  
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表 5.6 回廊の面積の整理例 

Table 5.6 Example of organizing surface area sizes of air corridors 
名称 空域面積（km2） 陸上面積（km2） 

千歳 A 回廊 1,818 1,818 
千歳 C 回廊 2,580 2,542 
三沢 C 回廊 7,552 4,774 
松島 C 回廊 9,060 5,167 
小松 G 回廊 5,757 2,722 
築城北回廊 2,483 413 
岩国西回廊 1,063 15 
築城西回廊 2,952 1,951 

新田原東回廊 1,232 0 
新田原西回廊 2,231 1,033 

面積合計 36,728 20,431 

 

表 5.7 算出した面積のまとめの整理例 

Table 5.7  Example of organizing summary of the calculated surface area sizes 
分類 面積（km2） 

日本の全国土面積  372,973 
自衛隊機 全国の陸上の訓練空域の面積 78,194 
 全国土面積から全国の陸上の訓練空域を除いた面積 294,779 
米軍機 全国の陸上の訓練空域の面積 509 
 全国土面積から全国の陸上の訓練空域を除いた面積 372,464 
全国の回廊の面積 36,728 

 

 

出典） 「航空路誌 6（Effective date: 21 Mar 2024） ENROUTE CHART - ICAO ENRC 1」

（国土交通省）（https://aisjapan.mlit.go.jp/html/AIP/html/20240321/eAIP/20240321/pdf/JP-

ENR-6.1-en-JP.pdf）（令和 6 年 4 月 9 日現在）を加工して作成 

図 5.2 空域の重なり 

Figure 5.2 overlapping airspaces 
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6. おわりに 

本技術報告では、これまでに技術基盤グループで整備してきた航空機落下事故に関する

データ（過去20年間についての航空機事故データ、運航実績データ及び訓練空域面積デー

タ）の調査手順全てを取りまとめ、標準化した文書として整備した。 

なお、航空機落下事故に関するデータについては、作業者によらず一定の品質の結果が

得られる必要があることから、今回標準化した調査手順に基づいて独立に実施した二者の

調査結果を比較し、同等の品質の調査結果が得られることを確認した(注44)。 

標準化した調査手順に基づき調査した結果、作業者によらず一定の品質の調査結果が得

られたことから、本技術報告が事業者も含め広く活用されることを期待する。 

 

  

 
(注44) 別途、NRA 技術ノート「航空機落下事故に関するデータ（平成 15～令和 4 年）」の付

録として発行予定である。 
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